
第28章東南アジア研究センター

第 1節センターの変遷

本センターの研究活動は、東南アジアおよびその関連地域を総合的に研究

することである。その研究活動の理念は、総合性にある。変動する地域を総

合的に捉えるということが第一義的な目標であるが、それと同時に、関連学

問分野を総括的な視野の下に収め、新しい問題群に取り組み、既成の学問分

野を超えた、新しい知の枠組みを作りあげることも重要な課題である。しか

しながら、総合性といっても、基本的には地域の内在的理解が先行すべき

で、そのためには微視的な分析、解析的な研究の積み重ねが必要であること

は当然で、ある。

本センターは、全国共同利用施設ではないが、地域研究という極めて多分

野の研究者を必要とする学問的性質から、学内(研究担当教官)、学外(研究協

力者)にわたって研究協力組織を制度的に作って、本センターのスタッフの

限界を補ってきた。また、東南アジアの地域研究を任務とする性格上、長

期、短期の臨地研究が必須とされる。臨地研究を核に、各種の学際的な共同

研究が組織されるのが特徴である。東南アジア地域で、の臨地研究を円滑に行

うために、バンコクとジャカルタとに海外連絡事務所を設置し、常時駐在員

を派遣している。

地域研究ということが広くいわれるにつれて、その概念はあいまいになっ

てきている。現在、一般に地域研究と称されるもののみが、本センターの追

究する総合的・包括的地域研究ではない。様々な地域研究の手法を視野に入

れながら、世界に類を見ない総合的地域研究の確立に鋭意努力しているのが

*扉の写真は、東南アジア研究センター全景。
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第1節センターの変遷

現状である。そこに至るまでの地域研究機関としての歩みを振り返ってみて

みたい。

第 1項官制化前史(-昭和40年)

1.設立前史

昭和33(1958)年頃、学内では京都大学の伝統につながる中国学やインド古

典研究と並び立ち得るような、いわば世界的水準の東南アジア学を確立する

必要が意識されていた。昭和33年10月、フォード財団エパートンの示唆に力

を得た平津興総長の要請により、総長と関係学部長の間で、京都大学として

東南アジアに関する人文・社会科学分野の総合研究を推進することが話し合

われた。昭和34(1959)年5月、学内教官有志よりなる「東南アジア研究委員

会」が臨時の委員会として組織された。

昭和35(1960)年9月にはフォード財団のエパートンが来学し、平津総長と

懇談、そこで、東南アジア研究を本格的に推進するためには、諸外国におけ

る研究事情を調査することが必要で、あるという認識が生まれた。これを受け

て、昭和36(1961)年3月から 9月まで、東南アジア研究状況調査のため、白

井二尚教授ら 3名よりなる調査団が欧米および東南アジア諸国に派遣され

た。その調査結果は、「東南アジア研究にかんする視察旅行の報告J(昭和36

年10月)にまとめられた。

研究委員会は、昭和36年10月、この調査報告に基づき、京都大学としての

東南アジア研究計画を検討するための小委員会を設け、昭和37(1962)年 5

月、「東南アジア研究センター設立趣意書」をまとめた。この趣意書は、「東

南アジア研究センタ-Jの名称を初めて正式に打ち出した歴史的な文章であ

る。書き出しは、「京都大学に東南アジア研究センターを設け、所定の研究

計画を遂行したい。東南アジア研究センターの新設を要求する」で始まる。

そして、「今日必要なのは、長期にわたる真の意味での総合研究であり、ま

た、太平洋戦争中に一時行われていたような特殊な政策目的のための研究で
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はなく、真に客観的、学術的な研究であるJとまとめられている。そして、

「到着した結論は、課題においては『近代化J、方法においては『地域研究

(area study) jである」と述べられている。この段階では、小委員会の意向

を反映して、人文・社会科学的色彩の強い構想であったことが読み取れる。

しかし、京都大学としては、自然科学部門を加えた総合化の必要性を痛感し

ていた。昭和37(1962)年5月、 6月の2回にわたる学部長会議で、このこと

が議論され、同37年6月5日の評議会で研究計画および研究体制を審議する

ため、「京都大学東南アジア研究計画準備委員会」の設立が決定された。

計画準備委員会は奥田東農学部長を委員長に選ぴ、前後7回の会合を持っ

たが、昭和37年12月12日の最終会合において、これまでの審議結果を踏まえ

「東南アジア研究センター」の設置を求める答申をまとめた。続いて翌昭和

38 (1963)年1月8日開催の評議会において、この答申に基づく「東南アジア

研究センター」設置について審議された結果、同日付をもって学内措置とし

ての「東南アジア研究センター」ならびに「東南アジア研究センター管理委

員会」が正式に発足した。これに伴い、計画準備委員会およびそれまで存続

した東南アジア研究委員会は解散することとなった。

2. センターの組織化と反対運動

東南アジア研究センターには所長が置かれ、奥田東農学部長が初代所長を

兼任することになった。研究センター業務の企画、運営に関する事項は研究

担当教官の組織する運営協議会が審議することになった。同時に、研究協力

者が置かれることになり、学内66名、学外17名合わせて83名の教官がそれに

選ばれた。

昭和38(1963)年12月には平津総長の任期満了後、当センタ一所長奥田東が

新総長に選ばれた。したがって、センターでは堀江保蔵教授を所長事務取扱

とし、昭和39(1964)年2月1日に岩村忍教授が新所長に任命された。

東南アジア研究センターは、東南アジア研究センター管理委員会によって

管理された。問委員会の構成は、学部、教養部、研究所のうち関係のある部
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局の長または代行者および研究センタ一所長であった。

フォード財団に対する資金援助申請は、昭和38(1963)年2月7日付をもっ

て正式認可があり、京都大学に対する35万ドルの援助金の交付が決定した。

このような経過の過程で、昭和37(1962)年6月、研究準備委員会設立の評

議会決定に前後して、それに対する学内の反対運動が発生することとなっ

た。同37年夏、大学院生協議会と同学会が中心となった「東南アジア研究セ

ンター問題対策協議会Jが結成され、翌昭和38年初めにかけて、厳しい反対

運動が展開されることとなった。彼らの反対の趣旨は、「この計画は、アメ

リカの対外政策に奉仕し、わが国支配層の東南アジア進出にも加担するもの

であり、アジア諸民族の自主的発展をおしとどめる役割を果たすものJとい

う前提で、フォード財団への資金供与要請を取り下げ、計画全体を中止する

ことを求めるものであった。

センター設置に携わった関係者は、数次にわたり学生諸国体の代表者達に

対し説得に当たった。そして、計画が、日本学術会議の定める国際交流5原

則にまったく抵触しないこと、また学生側の強く懸念する、アメリカの意向

に左右されるような研究方針をとることはあり得ないことを重ねて明言し

た。こうして、正当な子続きを経て、センター設置の動きを自信をもって進

めていったので、ある。

東南アジア研究センターに対する学生等の反対運動は、その後例えば昭和

43 (1968)年4月、管理委員会に代わって協議員会制度が導入されたことをき

っかけに再燃した。

3. 事業計画

昭和38(1963)年4月から、第 1年度の東南アジア研究センターの事業計画

が開始された。研究、出版、若手研究者養成、交流および図書資料整備の各

計画が実施に移されることになった。

臨地調査を要する研究では、ビルマ(現:ミャンマ一、以下同)地域の研究

とマラヤ地域の研究の2つの総合調査計画と 7つの個別調査研究計画が発足
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した。

7月から 8月にかけて、平津総長が、岩村教授を伴ってタイ、ビルマ、マ

ラヤを訪問し、現地大学諸機関ならひ自に国際機関に現地調査研究活動につい

ての積極的な協力と援助とを要請した。これを踏まえて現地調査研究を円滑

に行うため、バンコクに連絡事務所を設けることが決定された。翌昭和39

(1964)年2月には、奥田総長がバンコクを訪問し、連絡事務所が正式に開所

された。これは、わが国の国立大学が海外に初めて持った恒久的な現地連絡

事務所であった。

出版計画では、昭和38(1963)年 6月に季刊 『東南アジア研究』を刊行し

た。これは圏内だけにとどまらず広く海外の研究者、研究機関に配布され

た。

研究者養成計画としては、留学生選考試験が同38年10月に行われ、 6名の

大学院生が選ばれた。

図書資料整備では、昭和38年 5月に、京都大学は HRAF(Human Rela-

tions Area Files)の正式加盟大学となり、昭和39年2月、既刊の HRAFが京

都大学に到着した。また京都大学が所有する東南アジアに関する文献リスト

も作成された。

翌昭和39(1964)年度は、前年度の延長上に、より活発な研究計画が行わ

れ、臨地調査では延べ47人の研究者が東南アジアに赴いた。国内では研究例

会が発足した。従来、東南アジア研究会という形で行われていた研究報告会

は、東南アジア研究センター設立とともに研究例会という形で行われること

になった。シンポジウムも行われた。昭和39年9月には、「マラヤ稲作シン

ポジウムjが農林省、海外技術協力事業団との共催により聞かれた。

4_ 官制化のための概算要求

昭和39(1964)年度の最も注目すべき動きとしては、昭和40(1965)年度概算

要求に、東南アジア研究センターの新設要求が盛り込まれたことであった。

冒頭の必要理由には、「東南アジア研究センターは、東南アジアに関する研
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究を自然、社会、人文の諸科学を通じ総合的に実施する施設である。そこに

おける研究はいわゆる『現代研究jであり、なお研究方法としては地域の総

合的理解を目的とする地域研究(areastudy)に重点をおくものであるjと記

述されている。「生物構造部門Jr社会構造部門Jr文化構造部門Jr生活構造
部門Jr自然構造部門」の、 5つの部門が要求されている。併せて資料室の
要求もある。

幸い、この年になされたセンタ一新設要求は、文部省、大蔵省によって認

められ、昭和40年4月1日付で「東南アジア研究センター」が官制化される

運ぴとなった。ただし、当初新設を認められた部門は「生物構造研究部門」

だけであった。

第2項官制化と発展(昭和40-54年)

1. 昭和40~46年

昭和40(1965)年4月、東南アジア研究センターは官制化され、生物構造研

究部門が設置された。国立大学に附置研究センターを置くという、これまで

になかった新しい制度上の試みの実現であった。当時、地域研究に関してコ

ンセンサスが確立していたとは必ずしもいえないが、学問分野を基準とした

学部、学科編成とは異なった何らかの枠組みを地域研究が必要としていると

いった認識が、漠然としてではあっても、関係者の間にあったと思われる。

所長には人文科学研究所の岩村忍教授が併任され、同部門の初代教授に農

学部から本岡武助教授が、助教授には外務省から石井米雄がそれぞれ就任し

た。石井は、東京外国語大学を中退して、駐タイ日本大使館に勤務するかた

わら、タイ文化とタイ史の研究を行っていた。当時、まだ30代半ばの外務事

務官であって、異例の人事であった。また飯島茂(文化人類学)、荻野和彦(森

林生態学)の 2名が助手となった。生物構造研究部門という枠に縛られない

人事であり、このような将来を配慮した自由な人事はその後もしばらく続く

ことになる。
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京都大学総長

学部・教養部・研究所など

東南アジア研究センター管理委員会|委員長副委員長

研究担当教官

専任教官

総 務 部|主任副主任

人文・社会科学部|主任・副主任

自然科学部|主任・副主任

事務室

バンコク連絡事務所

図28-1 設立当時の機構図

新設部局の例によって、官制化はされても直ちに建物が与えられるわけで

はない。左京区吉田下阿達町14番地の民有地にあった2階建ての建物の2階

部分が使用された。教官のほかに、東南アジア各地で研究に従事していた学

部の研修員や研究生にも、帰国後の居場所が与えられた。昭和42(1967)年度

に部門拡充に伴い、本部構内の附属中央図書館の近くに鉄筋コンクリート造

りの建物が準備されたが、センターの研究活動に対する学内の反対運動など

を考慮して、使用を見合わせる事態が発生し、吉田下阿達町14番地の仮住ま

いは、その後6年にわたって続いた。

官制化された東南アジア研究センターは、東南アジア研究センター管理委

員会の管理下に置かれた。この委員会の昭和40(1965)年4月1日現在におけ

る構成は、委員長に小林章農学部長、副委員長に森鹿三人文科学研究所所

長、委員に文、教育、法、経済、理、医、薬、工学部のそれぞれ学部長と教

養部長ならぴに東南アジア研究センタ一所長、幹事として庶務、経理部長が

加わった形であった。このほかに運営委員会があり、実際の運営に携わっ

た。この運営委員会は、センタ一所長を委員長とし、文2名、教育 1名、法

1名、経済1名、理1名、医2名、薬1名、工1名、農2名、教養2名、東
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南ア研2名の合計16名の委員によって構成されていた。また、委員会のほか

に学内研究担当教官ならびに学外研究参加者の制度があり、前者には農学部

の20名を最多として、各学部および研究所から合計133名が研究を担当し、

後者も24名を数えた。このような管理委員会、運営委員会、学内外研究担

当・参加者の構成から明らかなように、東南アジア研究センターは、全学的

な意志に基づいて、全学的な利用を目指して設立されたのである。

研究計画は、官制化以前のものがそのまま実行に移されていた。人文ー社

会科学の分野では、コア・プロジェクトと通称されたビルマ・タイ計画と、

マレーシア・インドネシア計画がそれぞれ第 2年次の調査活動を行ってい

た。しかし、これらの計画研究を除けば短期の視察旅行が多く、地域研究は

緒に就いたばかりであった。ともあれ、自然科学を地域研究に取り入れたの

は世界最初の試みであることを標携しながら、一種の熱気とともに研究活動

が遂行された。

センターでは、官制化前から将来の研究者の養成を目指して、東南アジア

や欧米の諸大学に大学院生を留学させていた。この留学生派遣はその後数年

にわたって続けられ、多くの東南アジア研究者を生み出した。のちに東南ア

ジア研究センターの中心的スタッフになった何名かは、この養成計画から育

った人々であった。

海外での研究が進められると同時に、国内では組職づくりや既存の研究成

果の取りまとめを目指して、シンポジウムが次々に企画され、実行された。

昭和40(1965)年度中には、国際シンポジウム「東南アジアにおける日本の将

来J(Japan's Future in Southeast Asia)や、農林省、海外技術協力事業団との

共催によって「東南アジアにおける水資源の利用Jが聞かれた。

季刊誌 『東南アジア研究jは順調に発行されて、官制化の年には 3巻の刊

行を行っていた。シンポジウムの成果は、英文、和文の報告書にまとめられ

て刊行された。多くの写真を入れた『東南アジア研究センタ一所報Jも発行

された。センター官制化に先立つて死去した棚瀬裏爾助教授の学位論文『他

界観念の原始形態Jが昭和41(1966)年4月に刊行された。この書物を第 1巻
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として、東南アジア研究叢書の刊行が開始された。

昭和42(1967)年以降、東南アジア研究センターは、毎年のように部門の増

設が続いた。すなわち、同42年4月に社会構造研究部門と資料部が、昭和43

(1968)年4月には文化構造研究部門が、そして昭和44(1969)年4月には、自

然構造研究部門が設置され、 4研究部門、 1資料部の体制となった。この

問、所長は昭和39(1964)年2月からその職を務めた岩村忍、教授の停年退官に

伴い、教育学部相良惟一教授が昭和43年4月から昭和44年3月まで1年間そ

の任に当たった。大阪大学社会経済研究所に所属していた市村真一教授が東

南アジア研究センターに着任したのは昭和43年11月のことであった。その市

村は、昭和44年4月、センターの初めての専任所長に就任した。

着実な拡張に支えられながらも、センターの成長にはいくつかの困難があ

った。その 1は、研究資金である。初期のセンターの地域研究は、フォード

財団からの資金援助に負うところが大きかったが、第 1期5カ年計画の完了

を前にして、第 2期5カ年計画が立案され、第 1期の35万ドルに続いて、第

2期には30万ドルが交付されることになった。これに対して、学内の反対運

動が再燃した。ベトナム戦争を背景にして、フォード財団が軍事目的の諸研

究に資金援助をしており、東南アジア研究はその一翼を担うものであるとい

うのが反対運動の主旨であった。慎重論が積極推進論を抑えた京都大学で

は、第2期資金の受け入れ辞退という事態が発生した。 30万ドルの一部は既

に送られてきており、臨地調査計画などのためにおよそ 2万ドルが既に使用

されていたが、ここにいう研究資金の困難とはこの2万ドルの返還をも含め

た資金欠如であった。関西経済研究センターなどからの援助は、この危機を

乗り切るために大きな役割を果たした。資金の不足は使途の限定をもたら

し、研究活動は、センターの研究スタッフを中心として行わざるを得なくな

った。そのことは、スタッフの拡充と併せて、研究機関としてのセンターの

自立性を強める結果となった。米国の財団の援助から日本の経済界の援助へ

の転換は、余儀なくされた事情によるものとはいえ、時代の反映でもあっ

た。財界からの募金は、その後、市村所長の時期において積極的に進められ

546 



第 l節センターの変遷

た。

その 2は折から燃え盛る大学紛争の状況で、再ぴ起こったセンターの活動

に対する反対運動そのものであった。所長はじめスタッフ全員は、その対応

のために多くの時聞を割かざるを得なかった。所長と共に対応の場に臨む若

手のスタッフには、「金魚の糞のようについて出てきて」と罵声が浴びせら

れた。「土壌調査は戦車の通行路を見出すために利用されるのではないか」

「医学関係の調査は日本ではできない人体実験を伴っているのではないかJ

等の質問が繰り返された。現実の論文や研究報告を前にするときには、反対

運動の学生達の舌鋒から鋭さは失せたが、暴力が振るわれ、久馬ー剛助教授

が負傷する事件なども起こった。

第2期5カ年計画は完全には実行されなかったが、立案の過程では様々な

形での学際研究の試みや、東南アジアの大学や研究機関との連携への試みが

なされ、地域研究への模索が行われた。タイを対象とするグループは、石井

米雄教授を中心に、農学、自然地理学、歴史学、文化人類学、政治学など異

なったディ シプリンの研究者達が、稲作と社会と国家の関係、をめぐって共同

研究を行った。マレ一半島ではマラヤ大学経済経営学部学部長ウンク・アジ

ズ教授の協力を得て、ケダ一、クランタン、マラカの各州からそれぞれ1つ

ずつ農村を選ぴ、文化人類学あるいは社会学の研究者が長期の定着調査を行

い、稲作、土壌、濯i段、医学等の研究者が支援調査をするという計画が農学

部川口桂三郎教授をリーダーとして組まれていた。

市村の着任に伴って、上記の継続調査とは別に、昭和43(1968)年から、当

時ようやく調査環境が好転したインドネシアにおいて、南スマトラ州全域を

対象として地域経済調査が実行に移された。この調査は、わが国の経済学者

や統計学者と、当時LIPI(インドネシア科学院)の下にあった LEKNAS(社会

経済研究所)の研究者達の協力の下に行われた。インドネシアがやがて自力

で経済調査を行う以前になされた先駆的な調査であり、当時アジア開発銀行

に派遣されてジャカルタに在住していた本阿武教授の支援と助言は多大で、あ

った。
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南スマトラ経済調査の実施に伴い、昭和45(1970)年10月にジャカルタ連絡

事務所がクパヨラン E パルのラジャサ3通り 3番地に非公式に開設された。

3つの小さな部屋と、狭い応接間、居間、食堂を備え、隣にパビリオンと呼

ばれる離れを持った平屋造りの薄時い古い家屋であったが、この建物は、昭

和54(1979)年に新しい家屋に移るまで、 9年間にわたって、インドネシア研

究の拠点として用いられた。

吉田下阿達町14番地の建物は、 4部門のスタッフが揃ったときに過密に達

した。かつて数理解析研究所が使っていた階下の空間も、同研究所が新築移

転した後、細かく仕切って助手が机を並べるようになった。

2. 昭和46---54年

旧建物から、鴨川沿いの旧京都織物株式会社跡に移転したのは、昭和46

(1971)年8月である。明治23(1890)年建築とされる元社長室のある赤煉瓦本

館とその横にあるノコギリ形屋栂の旧工場は、まだ学生部のボックスとして

吹奏楽部などが使っていて、センターは川端通道路側に対称に並ぶ大正初年

にできた2階建ての北棟に入居することになる。 4階建ての赤煉瓦風新館が

建つのが昭和54(1979)年3月であるから、この時代(昭和46-54年)を建物で

特色づけるとすると、旧京都織物時代とでも名付けられる。その間センター

の部門増に伴い、南棟(後にアフリカ地域研究センターが一部を使うことになる)

も、そして真ん中の社長室のあった赤煉瓦の本館も使うようになった。ノコ

ギリ型の工場は施設部の物置として長〈残り、最終的には昭和63(1988)年ま

で存続していた。

部門増という観点から見たセンターの発展は、センター自身の新しい建物

ができてからは、わずかに 1部門が増加しただけで、下阿達町14番地のパラ

ック時代(昭和40-45<1965-70>年)に4.5部門、旧京都織物時代(昭和46-53

<1971-78>年)に4部門と、むしろ建物不遇の時代にセンターの基礎を築いた

といえる。昭和46年度に生活環境研究部門、昭和49(1974)年度に人口問題研

究部門、翌昭和50(1975)年度に経済発展研究部門と外国人客員研究部門、昭
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和53年度には政治環境研究部門がつき、ついには8.5研究部門と 1客員部門

に達し、学内の研究所の規模としてもそこそこのものとなった。

東南アジア研究センターは設置形態からして従来になかった形でスタート

し、大学の研究機関が海外に事務所を持つという異例の試みも実現させてき

たが、これらの新しい研究部門も、人口問題のように国立大学としては初め

ての分野を含めてそれぞれに特色が持たされた。そのような工夫が部門増の

1つの要因でもあった。特に外国人客員制度は圏内では初めての制度化であ

り、当時の木田宏文部省大学局長の尽力もあってできたもので、同じ年に筑

波大学にも認められている。

官制化当初の将来構想、は5部門 1資料部とそんなに大きなものではなかっ

たが、昭和48(1973)年度に修正された第2次将来構想は、 13からなる中核研

究部門、 3つの国内客員部門、 9つの国外客員部門という雄大な計画であっ

た。この試案はついにそのままの形では実現されることはなかったが、しか

し、この時代に既に東南アジア研究を必要とする時代の要請もあって、セン

ターは、海外の研究機関からだけではなく、国内の学会、大学、政府機関か

ら東南アジアの地域研究機関として広く認知されるようになった。ただ学内

での研究センターの認知には、設立時期に反対運動があったということが尾

を号|いて、研究所並みに部門が増えたにもかかわらず、評議会、部局長会議

の正式メンバーには入れなかった。別途センターのイニシアティブでセンタ

ー長会議が創設されたのは昭和54(1979)年度である。

創立10周年は、昭和49(1974)年に、 10年間の研究成果の一端を、『東南ア

ジアの自然・社会・経済.J(市村真一編、創文社)として世に問う形で祝われ

た。昭和51(1976)年にはハワイ大学出版局からその英語版が出されている。

同時に朝日新聞とアジア研究協会の後援で、昭和50(1975)年11月と12月に東

京と大阪で「東南アジアの環境と課題」というテーマの下に、 12名のセンタ

ースタッフによる公開講座が聞かれた。それを受けて、昭和52(1977)年以降

「東南アジアセミナー」として毎年定期的に、公開講座を文部省の予算によ

って行うことになった。旧京都織物時代は、部門増という点から見れば、上
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述のようにかなりの成果をあげた時代であった。そして、地域研究のあり方

から見れば、研究が軌道に乗ると同時に、新たな転換に向かつて新しい人が

集まってきた時代であるといえる。東南アジア自体も、この1970年代には大

きな転換期を迎えていた。昭和35(1960)年頃から始まったベトナム戦争は、

アメリカの敗色濃いなかで、昭和48(1973)年 1月パリ和平協定が結ばれ、昭

和50(1975)年4月30日にはベトナムの完全解放が実現された。このことは、

大国と東南アジアとの関わりが変わっただけではなく、アメリカ型の地域研

究にも大きな見直しを迫るものであった。東南アジアの現代史とセンターの

研究活動との関わりは、次の世代の人が検討すべき問題であるが、地域研究

は同時代の歴史と切り離して考えることができないのも事実である。ベトナ

ム戦争終結に伴う大学紛争の再燃もこの時代であるが、そのことにもまして

重要であったのは、昭和40年代後半に相次いで起きた反日暴動であり、それ

は研究者にとっては、東南アジア諸国が次々と国を閉ざしていくことにも似

た、深刻な事態として受け止められた。

センターは創設期から大学院生を中心とした若い研究者を、主として東南

アジアに派遣してきた。フォード財団の寄付金とそれにマッチする日本での

募金を基礎とする基金があったからこそできた事業である。留学生制度は残

念ながら長くは続かなかったが、市村所長就任以来、東南アジアで調査経験

を積み、独自の資料を蓄積してきた若手スタッフを海外の東南アジア研究機

関に派遣して、東南アジア研究の質を国際交流によって一層高めることが図

られた。関西経済センターなどの援助の下に、 7名が、主としてアメリカ合

衆国の、各分野において東南アジア研究あるいはディシプリンの面で進んで、

いる大学に 1年間程度派遣された。 2名はオランダに、 1名はイギリスに

と、旧植民地宗主国への派遣も忘れられることはなかった。また、フィリピ

ン大学、タマサート大学、シンガボール大学、マラヤ大学、インドネシア大

学などからの講義依頼にも応えて、 2、3カ月から 1年の期間スタッフを派

遣している。アメリカやオーストラリアからの招聴にも積極的に応じた時代

である。国際的に日本人の人材が求められるようになってきたが、それに対
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応できるだけの十分な人材が日本には育っていなかった時代にわれわれは直

蘭していたわけで、学内あるいは圏内でさえも、国際交流ということになる

と、東南アジアとは直接関係のないことでも、センターに持ち込まれたもの

である。

日本が国際交流に向けて何とか対応できるようになったのが昭和40年代の

終わりぐらいで、それは文部省科学研究費補助金による海外学術調査の採択

件数が昭和48(1973)年度頃から増加していることに象徴されているともいえ

る。センターでもこの頃を境として、海外調査の財源を文部省の科学研究費

に依存するようになり、調査研究のスタイルも、より共同研究を正面に出す

ようになる。 JICA(国際協力事業団)などの調査費を使うことも可能になる。

センターが初期の調査活動費のよりどころとしたフォード財団およぴ国内財

界の基金は漸減して、昭和51(1976)年頃にはほとんどなくなった。この時期

に、センターの研究成果を研究機関として公表するために、東南アジア研究

叢書運営委員会を作り、和文は創文社から、英文はハワイ大学出版局からシ

リーズとして刊行する仕組みを作った。文部省の科学研究費出版助成金を活

用するようになったのは、随分と後のことである。英文出版のためにピータ

ー・ホークス(PeterHawkes)という翻訳専門家を英文エディターとして得た

ことも、出版をスムーズにする lつの原動力となった。なおこの時代には、

主として英文のDiscussionPapersや ReprintSeriesをも盛んに刊行してい

た。前者は122号まで発行された。

センターとして最初の科学研究費による海外学術調査プロジェクトは「東

南アジア熱帯の自然環境が人閣の諸活動に及ぽす影響に関する調査研究J

(研究代表者市村真一、昭和48<1973>年度)であった。昭和49(1974)年度には

「水団地域としてのメコンデルタの地域評価に関する調査研究J(研究代表者

高谷好一)、「南ヴェトナム、メコンデルタ地域の農業環境調査J(研究代表者

久馬ー剛)、昭和50(1975)年度には「インドネシア外領及びマレーシアにおけ

る潜在農業生産力調査J(研究代表者久馬一剛)、昭和51(1976)年度にはその本

調査と新しく「東南アジアの農村開発における教育の果たす役割」の調査
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(研究代表者市村真一)、さらに予備調査として「東南アジア稲作社会におけ

るイスラームと集団組織に関する綜合調査J(研究代表者前田成文)、昭和52

(1977)年度には教育プロジェクトの継続、昭和53(1978)年度と昭和54(1979)

年度には、昭和51年度の予備調査を受けて研究計画を練り直した「熱帯多悶

気候下におけるイスラーム稲作社会の展開過程J(研究代表者坪内良博)がセ

ンター内外の研究者を組織して行われた。もとより、センター外において組

織される研究プロジェクトに参加する研究者も多かったし、また、「気候変

化が及ぽす影響」や「インドネシア経済の投入産出分析」のように、科学研

究費以外の財源によって組織されるプロジェクトもあった。

市村教授は、 9年間にわたって所長としてセンターを献身的に牽引し、部

門増、建物新築、出版事業などをはじめとして、その研究機関としての存在

を不動確固のものとして築いて、昭和54(1979)年3月所長職から退いた。

第3項研究体制の整備(昭和54-平成2年)

1. 昭和54-60年

前年度から併任になっていた渡部忠世教授が昭和54(1979)年4月1日付で

センターの専任教授になり、同時に所長に就任した。

渡部新所長の誕生は、地域研究の歴史の中では大きな出来事の 1っとして

記録されてもよいことである。それまでも、センターはそのスタッフの中に

自然科学者を抱えてはいた。だが、自然科学者が地域研究機関の所長になろ

うとは、誰も予想しなかった。少なくとも、これは当時の欧米の地域研究の

常識からすると極めて異例なことであった。

所長交代は、センター内部でも大きな節目として受けとめられた。学問の

性格を異にする経済学から農学への所長のパトンタッチは、それだけで大き

な意味があったし、それに時代が変わりつつあった。講座増設を含めて、万

事にわたり急成長には不向きな時代に入りつつあったのである。初期の離陸

の時代から安定飛行の時代に移ったといえる。
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その年の 7月に、「江南デルタ開拓シンポジウム」が聞かれた。既にセン

ターでは、昭和52(1977)年以来「デルタ開拓史研究会Jを作ってアジアの巨

大デルタの開拓史を研究してきており、その延長上にこのシンポジウムは企

画されたのである。その記録は後に渡部忠世・桜井由明雄編『中国江南の稲

作文化j(日本放送出版協会、昭和59<1984>年)として出版された。この書物は

関係学会の聞で予想外の反響を呼ぴ、これ以降、センターの農学関係者の関

心の裾野は大幅に広がった。ちなみに、このシンポジウムに参加した天野元

之助教授は程なくして死去したが、その遺品である中国農業史関係の蔵書

は、故人の遺志でセンターに寄贈されることになった。

昭和54(1979)年10月11日、水野浩一教授が死去した。故人は、センター最

古参の研究者の 1人であった。昭和39(1964)年以来、研修員生の時代から東

北タイのドンデーン村に長期に定住調査を行っていた。寡黙な研究者だった

が、轍密な調査には定評があった。豊富な 1次資料から練りあげた「屋敷地

共住集団」の概念は話題になった。この仕事は、没後に『タイ農村の社会組

織J(創文社、昭和56<1981>年)としてまとめられ、それは昭和57(1982)年度の

アジア経済研究所の発展途上国研究奨励賞を受賞した。大陸部平原地域の社

会組織研究にとってかけがえのない存在の死去であっただけに、学界の損失

は絶大で、あった。

昭和54(1979)年11月、所長が京都大学評議会の構成員となった。

昭和田(1980)年度には、地域研究第 2(客員)研究部門が設置された。第 1

研究部門が外国人客員のためのものであったのに対して、これは国内客員部

門である。

この年度から研究計画委員会が設けられセンター内部の研究を 5カ年計画

方式で行うことが始まった。この年に、第 1次5カ年計画「東南アジア世界

の形成過程に関する綜合研究」が渡部所長を総括者として手探りの状態で発

足した。この共同研究は、実際には次の 4つのクラスターからなっている。

(1) A 1計画「東北タイ・ドンデーン村研究」

水野が生前に始めていたドンデーン村の研究を継続する形で追跡調査とし
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て進められた。福井捷朗助教授が実質的なリーダーであり、主として農学者

と社会科学者よりなる20名が参加した。昭和田(1981)年度と昭和58(1983)年

度には文部省科学研究費補助金を「タイ国村落構造の動態的研究一一20年間

の追跡調査Jの課題の下に受け、海外学術調査を実施した。

(2) A 2計画「熱帯島嶋域における人の移動に関わる環境形成過程の研

究」

前田成文助教授をリーダーとし、標記の課題名で文部省科学研究費補助金

を得て、昭和55年度には主としてスラウェシ、昭和57年度にはインド、スリ

ランカ、そして昭和59(1984)年度にはスマトラで海外学術調査を行った。東

南アジア型海域世界を説明する上で有効な中核的な概念が模索された。

(3) B 1計画「小型家産制国家研究J

東南アジアの「国家」の編成原理を解明することを中心テーマとして、矢

野暢教授をリーダーとして開始された。昭和田(1983)年度には「東南アジア

の政治的生態空間の成立と展開に関する研究」という課題で文部省科学研究

費補助金を得、ビルマ‘タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンへの

海外学術調査を行っている。この研究計画班はまた、昭和田(1981)年度に始

まり、昭和60(1985)年度に完了する一連のシンポジウムを行った。「東南ア

ジアのくまち〉とくむら>Jr<東南アジア的なもの〉をめぐってJr東南アジアの
く国家>J r <近代化〉とは何かJr植民地支配と東南アジアlである。
(4) B 2計画「経済発展の東南アジア的特性の研究J

市村真一教授をリーダーとした研究である。東南アジアに対する日本の投

資と、もう 1つは東南アジアの経済発展を日・米・アジア諸国の関係の中で

捉える連関モデルが研究の対象とされた。後者では特に計量経済学によるリ

ンク・モデルが作られた。

以上4つの研究班は、一応は生態、文化、政治、経済に比重のかかったも

のになっていたが、決して単純にディシプリンで縦割りにしたものではなか

った。班員は、お互いに相互乗り入れに努め、「東南アジア世界の形成Jと

いう総合的な課題に有機的に迫るように努力した。
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昭和55(1980)年12月6日、東南アジア研究センター創立15周年記念式典と

祝賀会がセンタ一束棟で行われた。式典の挨拶で、渡部所長は、地域研究の

方法論はまだ確立しておらず、どう研究を進めるかについて所員の 1人1人

が苦闘しているが、その苦闘の中からやがて新たな展望が聞かれるはずであ

ると述べた。さらに、これまでの15年間は試行錯誤の歴史であったが、所員

がお互いに話し合える場を作り上げたことは評価される、学際的な地域研究

はこの雰囲気の中からこそ生み出されるものだ、と語った。 15周年記念事業

を飾るものとして、所員全員の執筆する論文集が、渡部忠世編『東南アジア

世界一一地域像の検証j(東南アジア研究叢書15、創文社、昭和55年)として出

版された。

昭和田(1981)年からは、生物構造研究部門と自然構造研究部門の 2つの部

門が、それぞれ、熱帯稲作論講座、熱帯地文環境論講座として農学研究科に

協力することになった。これは、農学研究科に熱帯農学専攻が新設されたの

に伴う措置であった。東南アジア研究センターの一部の教官が、ここで初め

て大学院の学生を持つようになったのである。農学系の大学院生を持つよう

になったのを機縁に、「東南アジアの自然と農業研究会Jがセンターで発足

した。これは、平成4(1992)年に100回を数えてまだ続いている。

昭和56年度を最後に、人口問題研究部門の小林和正教授が停年退官した。

昭和57(1982)年2月27日には「東南アジアの人口研究の方法と課題」と題し

た退官記念講演があった。

同57年4月、渡部教授が所長に再選された。

同57年6月11日、本阿武名誉教授(追手門学院大学教授)が死去した。本岡

はセンター創設時の功労者であり、生物構造研究部門の初代教授であった。

この年、旧京都織物本館の大部分が使用可能になった。「社長室」と呼ば

れていた部分を中心に本館の改修が行われ、資料部と一部の研究室がそこに

入居することになった。

昭和田(1983)年度には、市村所長の時代に建築の始められた東棟が増築さ

れた。旧来の 4階建ての東側に913討を増築したのである。
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この年度には東棟増築に加えて、前年度に引き続いて旧京都織物本館の内

部改装も行われた。このたびは南半分の改装であった。明治23(1890)年建築

という歴史的な赤煉瓦の建物の外観をそのまま保存して、内部だけを補修

し、図書室として使用しようというのだから、かなりの工事であった。

昭和58年度から、「東南アジア諸国現代政治・社会動向分析のための地域

資料緊急整備5カ年計画J(通称「現地語資料収集5カ年計画J)が発足した。

これは、タイ語、インドネシア語等々、東南アジア各地の言語で書かれた資

料の収集である。前年度に改修した旧京都織物本館南半分の書庫のおかげ

で、このための収納場所が確保できていたのは幸運で‘あった。

ただし、この頃から、図書はセンター運営上深刻な問題となる。特に問題

となったのは、購入した資料を整理、配架するための労働力であった。正規

の司書定員を持っていないセンターの図書館では、問題は深刻になるばかり

であった。通常予算による図書でさえ滞貨気味なのに、大量の現地語資料が

新たに加わり、事態を一層複雑なものにした。この問題は、臨時の処置でな

んとかその場凌ぎの対処はしてきてはいるが、今になってもなお深刻な問題

として残っている。ともあれ、現地語資料は入荷を続け、これに加えて多く

のマイクロフィッシュ、マイクロフィルム、地図類も到着した。

以上が6カ年に及ぶ渡部所長時代の概略である。この 6年の聞にセンター

は大きく様変わりした。その変化は2つの側面から見ることができる。

1つは、センターの研究がより明確に地域研究を目指し始めたことであ

る。市村所長時代には、特に、東南アジアの経済発展に寄与する研究が重要

視された。これが渡部所長時代になると、むしろ、より深く東南アジアを理

解するところから始めよう、ということになった。例えば、農業発展を研究

する人達も農業史研究に力を入れるようになった。動向分析的な研究も引き

続いて行われたが、それを覆い包むような格好で、組織原理や価値体系の研

究が深まってきた。

もう 1つ目立つた変化は、創設期の特徴である臨機応変の柔軟な態勢に代

わって、合法性と手続きを重視する、よりルーティン化された態勢への移行
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であった。渡部所長時代の特徴の lつは、かくしてセンター運営業務のルー

ティン化であった。そして、このためにいくつもの申し合わせが作られ、新

たな委員会がいくつも設置された。

制度的諸整備の中で、最も効果のあったのは3系制の確立であったといっ

てよい。これは、センターの教官を自然科学系、人文科学系、社会科学系の

3つの系に配属させ、各系に主任を置き、その主任に予算の使途の調整、対

外連絡などを行わさせようとするものである。系は研究の単位ではなく、あ

くまでも事務処理のための単住であり、したがって主任は何ら研究の統制は

所長 研究部門

「文化構造
人文系→

」生活環境

「社会構造

一 ト人口問題
社会系→

ト経済発展

」政治環境

「生物構造

自然系ー十一自然構造

」水文環境

「地域研究第 1(外国人客員)

客員部門一十一地域研究第2 (国内客員)

」東南アジア諸語文献(外国人客員)

資料部

事務部

バンコク連絡事務所

ジャカルタ連絡事務所

協議員会

教授会

所貝会議

E図書室
編集室

計算機室

庶務掛

会計掛

図28-2 改組前機構図
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行わない、ということが繰り返し確認された。 3系制は実は市村所長時代か

ら存在していたのだが、それが渡部所長の下で、より実質的に動き出した。

そこで、昭和57(1982)年4月には、r3系制に関する申し合わせJが成文化

された。この頃になると、教授会に先立って行われる月 2回の系主任会議

は、教授会の議題や各種委員会の構成の調整など、センター運営上なくては

ならぬものになってきた。

2. 昭和60-....平成2年

昭和60(1985)年4月1日、石井米雄教授が所長に就任した。石井は既に述

べたように、外務省勤務時代からタイ研究を始め、センターが官制化された

昭和40(1965)年にセンターに着任した。つまり、研究者としてのキャリアの

初めから東南アジアを専門とした学者が所長となったのである。これまでの

歴代の所長が、必ずしも若い頃から東南アジア専門家として歩んで‘きたので

はなかったのとは対照的である。石井の所長就任は、日本における東南アジ

ア研究が‘その中から指導的立場に立ち得る人材を生み出すまでに成長した

ことを意味していた。

東南アジア研究の成長は、ひとり石井の所長就任に象徴されるだけではな

かった。センター教官の研究の成果は広く評価されるようになり、様々な受

賞が続くようになったのもそうである。昭和59(1984)年には、矢野暢教授が

第28回京都新聞文化賞を受賞したが、それに続いて以下のような受賞が続い

た。昭和60年7月、土屋健治助教授の 『インドネシア民族主義研究J(創文

社、昭和57年)に対して第1回大平正芳記念賞が、昭和61(1986)年6月、高谷

好一教授、矢野暢教授に第 1回大同生命地域研究賞が、同61年10月には矢野

の 『冷戦と東南アジア.1(中央公論社、昭和61年)に昭和61年度吉野作造賞が、

昭和63(1988)年6月には小林和正名誉教授の 『東南アジアの人口J(創文社、

昭和59年)に対して第 l回日本人口学会賞が、それぞれ贈られている。昭和

62 (1987)年にはタイ王室から三等白象勲章が石井と矢野に贈られた。また平

成2(1990)年1月には、スウェーデン王立科学アカデミーの終身会員に矢野
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が選出された。

成長と世代の交代とは不可分である。センター官制化後の初代所長岩村忍

名誉教授の言卜報に接したのは、昭和63(1988)年6月1日であった。また石井

所長時代には、 2名の旧所長が停年退官を迎えている。すなわち、昭和62年

3月には渡部忠世が、翌昭和63年3月には市村真ーが、それぞれ停年退官し

た。退官に際しての記念講演会の題目は、渡部が「アジア稲作聞の構図」、

市村が「アジア経済発展の回顧と展望jであった。

センタ一発足当時に大学院生や研修員であった層は、この段階では年齢的

に40代後半から50代にかかろうとしており、日本における東南アジア研究を

中心的に担うべき立場に立つようになった。このことの自覚は、個別学問分

野にとらわれない総合的な地域全体の把握へと、関心を発展させたことに見

える。この傾向は、この頃の研究プロジェクトシンポジウムなどに反映さ

れている。

昭和55(1980)年に発足した第 l次5カ年計画は、「外文明と内世界jとい

う基本テーゼに基づいて、その「内世界」に重点を置いた。この内世界を理

解するためのキーワードとして、「小人口世界Jrフロ ンティア空間Jrネッ
トワーク社会Jri海域世界」などといった考え方が、既に昭和50年前後から
芽生え始めており、その線に沿った研究計画が実施されていた。すなわち前

述のA1計画「東北タイ-ドンデーン村研究」、 A2計画「人の移動に関わる

研究」、 B1計画「小型家産制国家研究」などである。これらのテーマは、

セミナーやシンポジウムでも積極的に取り上げられた。例えば、昭和60

(1985)年度の東南アジアセミナー「マレ一世界のなりたちょ同年11月にタ

イのコーンケーン大学で聞かれた「ドンデーン村セミナーJ、昭和63(1988) 

年度の東南アジアセミナ一「フロンティアとしての東南アジアJ、閉じく平

成元(1989)年度の「海域世界としての東南アジア」、同年 3月のシンポジウ

ム「東アジア商業システムの成立」などである。

昭和60年度を初年度とする第2次5カ年計画では、当初の方針に従って、

「外文明」へと重心が移っていった。昭和61(1986)年に始まった文部省科学
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研究費補助金による国際学術研究「マレー型農耕文化の系譜に関する調査研

究Jでは、西はインド亜大陸はもちろん、マダガスカル、東アフリカまで、

東は南太平洋のメラネシアまでを視野に収め、基層文化の世界的広がりを探

究した。また、 JICA研究協力による「バングラデシュ農村開発研究」は、

昭和60年を準備年とし、その翌年から本格化した。平成 2(1990)年に始まる

文部省科学研究費補助金による国際学術研究「中国における農業生態空間の

展開と人の移動に関する歴史的研究」も、「外文明」研究に関わる動きの上

に住置する。また、「外文明と内世界」の接点である都市、特に植民地都市

についての研究も、昭和62(1987)年に始まり、平成時代へと続く。

しかしながら、センターの研究のすべてが、「外文明」にだけ傾斜してい

たわけではもちろんない。経済の分野では昭和60(1985)年から「経済計画と

開発政策の東南アジア的特性に関する研究」が行われ、この研究は、近年の

目覚ましい東南アジア経済の発展に対する開発経済学の関心を先取りしてい

た。そのほかに、マレーシア農村における文化変容、インド系伝統法典のコ

ンビュータ一化、フィリピンの現代政治、ベトナムの政治史・社会経済史、

ジャワにおける栄養と人口、東北タイの塩害問題などについて、臨地研究を

中心に活発な研究が進められた。

センタ一、ひいては日本における東南アジア研究の成長は、研究の動向、

人事、受賞などに反映されていただけではない。地域研究とはそもそも何

か、その方法論とは何か、という地域研究の「業Jとでもいうべき根本問題

に対して、より鋭い問いかけがなされるようになった。昭和61(1986)年3月

に行われたセンター創立20周年の記念シンポジウムでは、「東南アジア世界

への視座 総合生態学の手法を求めてJがテーマとなった。このテーマ

は、少なくとも所内的には、そしておそらく真撃に東南アジア地域研究を志

す学徒にとっても、避けては通れない関門を改めてクローズアップした。そ

してその総合生態学の手法というサブタイトルは、自然科学を含んだ総合的

地域研究に乗り出した二十数年前の決断の正しさを示すものであった。結

局、この20周年を契機として改めて提起された自らへの問いかけに対して
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は、その 5年後の25周年記念シンポジウムのテーマ「東南アジアは問う」が

呼応しているといえる。

センターでは、 10周年、 15周年を記念して、そのつど所員の論文集をまと

めてきた。この慣行に従い、 20周年にも論文集が発刊された(石井米雄編『東

南アジア世界の構造と変容J創文在、昭和61年)。そのはしがきに、編者の石井

は、「本論文集に含まれたいくつかの論文のもつ仮説性の強さに、いささか

のとまどいを覚えられるかもしれない。これは20年の研究史を背景に、新た

な飛躍を試みようとする東南アジア研究センターの、助走の響きとお読みい

ただければ幸甚であるJと書いている。また、この論文集の巻末の「解説J

の中で、当時のスタッフの研究動向、各自の問題意識が紹介されている。そ

のまとめ役である矢野は、「地域研究の『哲学』のようなものも、少しずつ

固まりはじめているように思われるjと書いている。この 2名の発言は、共

に、 20年を経たセンターが新たな飛躍に向かつて備え始めたことを物語って

いる。

石井所長時代の成果の 1つは、昭和61(1986)年度に認められた「東南アジ

ア諸語文献研究部門」の新設である。これは、東南アジア諸国などから文献

学、図書館学の専門家を招聴し、現地語資料の収集、カタログ化の促進を図

るものである。

この時期の最後に、センター創設以来の活動を総括するような制度的変化

が行われた。すなわち、平成元(1989)年4月の大部門制への移行で、あった。

客員部門を除く従来の 9つの研究部門は、「生態環境Jr社会生態Jr統合環
境Jr地域発展Jr人間環境」の 5大研究部門に再編され、 14の教授、 9つの
助教授、 5つの助手ポストを擁することになった。これに地域研究第 1(外

国人客員)、第 2(国内客員)、東南アジア諸語文献(外国人客員)の 3つの客員

部門を合わせたものが研究部の陣容となった。この新しい研究部と従来から

の資料部、事務部とによって、現在のセンターの構成ができあがった。昭和

40 (1965)年に、当初 l部門で官制化したセンターは、 25年目を迎えて 1つの

制度的区切りに到達したといえる。
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第28章東南アジア研究センター

昭和61(1986)年、センターは対外的に新たな任務を負うこととなった。日

本学術振興会による国際学術交流事業への参加である。この事業は東南アジ

ア諸国を対象とし、拠点大学方式と呼ばれる制度によるものである。センタ

ーは、タイのタマサート大学を相手校とする拠点大学となり、社会・人文科

学分野における日本・タイ 2国間学術交流を担うことになった。この事業に

所長
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第1節センターの変遷

よって、この年以来、毎年二十数人の研究者が日・タイ聞を往来し、また昭

和62(1987)年、同63(1988)年、平成元(1989)年には日・タイ関係あるいは

日・タイ比較を主題とする国際学術セミナーが開催された。

図書室が改修された旧京都織物本館へ移転で、きたのは、昭和60(1985)年10

月のことであった。移転にはこの月いっぱいかかり、所員全員が並んで本を

手渡す作業日もあった。本館と東棟との聞の旧京都織物のノコギリ型の工場

建物は昭和63年 3月には撤去され、撤去跡は現在見られるような芝生とな

り、同年7月にはセンター親睦会であるすらなり会(現 :あかね会)主催のバ

ーベキューパーティーが芝生のうえで行われている。センターの成長に伴

い、また外国人客員部門の増設もあり、センターに出入りする外国人、日本

人の研究者の数はますます増加の一途をたどった。所内のセミナーや、あか

ね会の諸行事、あるいは談話室での談論風発などだけでは不十分となりつつ

あった。このような事態に対応するため、昭和62(1987)年 4月から Get-

Togetherという月 1回の茶話会が始められた。これによって、 1カ月間を

単位として、着任した外国人研究員の歓迎と去る人の送別が所内の全員に徹

底するようになった。この集まりはすっかり定着し、現在まで続いている。

第 4項新しい時代へ(平成 2年-)

設立に伴う動乱の時代、そして研究機関として一応の整備充実を図った時

代、これに 4分の 1世紀を費やした。その設立後25年間の蓄積を資本にセン

ターはそれまでと比して大きく転換し、新しいフェーズに入ろうとしてい

た。センターの大部門化と相まって、平成 2(1990)年4月に所長に就任した

矢野暢教授は、その機運を大いに助長した。同所長が提唱した第 lは、東南

アジア学の構築であった。そこには、地域研究が新しい学問の分野として確

立され、その学問が単に知的な吟味のみならず道義的な吟味にも耐え得るよ

うなものでありたいという意思がこめられていた。

このような基本姿勢が提唱されたのと軌をーにして、折しもセンターは創
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立25周年を迎えた。創立25周年は、一方で、これを祝い、先人達の労苦に感謝

を申し述べる機会であったが、他方では25周年目を迎えたセンターのその基

本姿勢と問題関心を広く示し批判を仰ぐ場として位置付けられた。『東南ア

ジア研究.]28巻4号を 125周年記念特集号Jとして、センターのスタッフに

よる英文の論考だけで1冊を編むというこころみもなされた。さらに、セン

ターの25年の歴史を編纂する企画も打ち出された<r地域研究への歩み』内部資

料)。さらに 2、3年前から企画されていた『講座・東南アジア学.1(弘文堂)

が刊行され始め、平成 4(1992)年夏までに全10巻別巻 1巻のそのすべてが刊

行された。この講座は、既に述べた「東南アジア学の構築」を具体的な形で

示すものとなった。平成 5(1993)年から平成 6(1994)年にかけては、『講

座・現代の地域研究』全4巻(弘文堂)がセンターのスタッフを中心に刊行さ

れた。

このような企画が次々と打ち出されそれが実現していく背景には、所長の

唱えた第 2の基本方針があった。それは、地域研究を推進するに当たってセ

ンターそれ自身が主体性を持とう、センターの「中心性」ということをもっ

と大切にしようというものであった。地域研究の独自の手法を編み出し、そ

れを広く発信しようとすることでもあった。このことをとりわけ意識して始

められたのが「東南アジア学フォーラム」であった。これは、平成 3(1991) 

年9月以来、京都と東京とを会場にして行われてきた。またこうした空気の

中から、センターを中心とする大きな研究計画を立案してみようという動き

も始まった。それは、やがて後述の文部省重点領域研究へとつながることに

なった。かつて外国人研究員であったアウンサン・スー・チー(Aung San 

Suu Kyi)が、平成3年度のノーベル平和賞を受賞したニュースもセンターの

活性化に寄与した。東南アジアの人が史上初めて受けるノーベル賞であった

が、その受賞は、人権の問題、国民国家をめぐる問題をさらに深〈考究する

よすがとなった。

これまで、センターの管理運営は、昭和38(1963)年 1月から昭和44(1969)

年 3月まで存続した管理委員会、これと並行して、昭和40(1965)年 6月か
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第1節 センターの変遷

ら、昭和44年3月まで存続した運営委員会の後を受けて、同44年4月1日以

降、それまでの管理委員会と運営委員会の2本立ての体制を解消したうえ、

新たに協議員会に切り替えられた。協議員会はセンターの全教授、助教授1

名、および各学部・各研究所から選出された教授もしくは助教授からなって

いた。

しかしその後、センター専任の教官数が増加したこと、センターの大部門

化が行われ、センターの形が変わったこと、アフリカ地域研究センタ一、生

態学研究センタ一等、東南アジア研究センターの研究活動とも関連し合う新

しい部局が創設されてきたこと、さらに教養部を中心とする大学院構想の一

翼をセンター自身も担うに至ったこと等を背景にして、あらためて協議員会

の改編が図られることになった。協議員のうち、センター外の数は平成 2

(1990)年度当時13名、つまり 13部局であった。新しい編成は、常時協議員を

出す固定5部局から 5名、輪番で出す輪番8部局の中から 2名、合わせて 7

名のセンター外の協議員、そしてセンターの全教授および助教授l名からな

るものと定められた。新しい協議員会は、平成 3(1991)年4月1日より発足

した。

また、平成 4(1992)年度より、京都大学大学院人間・環境学研究科の第 2

専攻「文化ー地域環境学専攻」が正式に発足したのに伴い、センターは、協

力講座として「東南アジア地域研究」講座を担うことになった。これもセン

ターの新しい展開を示すものであった。

このような新しい展開の中で、所長として新しい研究活動のスタイルを定

着させようと努力していた矢野が2期目の所長職を途中で辞任し、平成 5

(1993)年12月31日に京都大学教授を辞職した。新所長には坪内良博教授が同

年9月に就任した。坪内になってからは、新しい展開を大事にするととも

に、より地についた研究を目指すことによって地域研究の役割に飛躍的な進

展を見出そうとしている。

その意味で同年度から発足した文部省重点領域研究「総合的地域研究の手

法確立一一世界と地域の共存のパラダイムを求めてJ(現領域代表坪内良博)
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は、センターひいては日本の東南アジア研究、地域研究の新たな展望を聞く

ものと期待される。この研究は、これまでの東南アジア地域研究の成果を基

に、東南アジアの地域性と固有性を明らかにし、さらに、地域と世界との共

存を展望する「総合的地域研究」を通して「新しい知の枠組み」を構築する

ことを目指すものである。平成8(1996)年度に終了する予定である。
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第 1項海外学術調査

東南アジア研究センターは海外調査から始まったといっても言い過ぎでは

ないだろう。戦前の今西錦司らによる大奥安嶺や蒙古草原の探検的調査、東

洋史学者らの中国臨地調査、戦後のカラコルム・ヒンズークシュ学術調査や

梅樟忠夫らによる東南アジアの民族調査など、伝統的にアジアの学術調査に

関心が強く、フィールドでの自他の交感から研究を掘り起こす京都大学の学

風が東南アジア研究センター設立の背景にあった。センター官制化後初代の

岩村忍所長は研究方針として、社会・人文・自然科学を含めた東南アジアの

総合的理解、未来展望を念頭においた現代研究、現地における調査研究、こ

の3つの姿勢を明確に打ち出した。この姿勢は京都大学の学風を十分に考慮

したものだった。

しかし同時に、地域研究の新分野の開拓という方針も謡われた。この発想、

の契機には、昭和20年代後半から昭和30年代にアメリカの学界で流行した、

分野の異なる専門家による地域共同研究隆盛のイメージがあったのであろ

う。アメリカの「地域研究」は戦後世界をアメリカが近代化の旗手として引

っ張る国際的形勢の下に生まれた 1つの学問スタイルで、内面では欧米の持

つ世界地域情報ストックを新たな戦略下に編成し直し、外に向かつては、近

代化指標とか、後進地域の開発方策とか、経済発展モデルの提供など、辛口

にいえば「普遍原理」押しつけの政策学的なにおいを発散していた。

京都大学の学風と戦後アメリカの政策学的な試行、この2つの異質な要素

が同床異夢的にセンターの出発点で混入していたように見える。しかし両者
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共に現地調査を重視する点で共通していた。

30年にわたる海外学術調査を通覧すると、研究者の真撃で律気な実践がア

メリカの「地域研究」とおのずから異なる考えを生み出したといえる。現

在、地域研究という時、当初のアメリカ流モデル、つまり異分野専門家によ

る地域共同研究のスタイルとか、政策学的な志向といった論議からは遠ざか

り、従来の「普遍原理」に対して世界認識の多様化を目指す方向に向かって

いる。「普遍原理」を無原則に適用する学問スタイルは既に破産しており、

新たな規範群を個々の地域で形象化している特殊のなかから掘り起こすのだ

という考え方である。これは当初謡われた地域研究の新分野の開拓という先

学の要請に見合っているといえる。

海外学術調査の流れは大きく 3期に分けられる。第1期に細分化された専

門志向的調査が東南アジアに向かつて外延拡大を図ろうとした昭和38(1963) 

年から昭和41(1966)年までの時期、第2期は学際的地域研究が標楊され、か

つ増加したセンタースタッフによってそれが実践された昭和42(1967)年から

昭和53(1978)年までの時期、第3期はその実践のなかから異分野間の融合が

生じ、同時代的・世界的課題を自ら提示しようとする姿勢が現れ始めた昭和

54(1979)年から現在までの時期である。以下、第 1節の歴史と重複するとこ

ろも多いが、あえて詳しく述べてみる。

センター創立期には、学内・学外の広範な研究者がセンターを窓口として

多様な調査を行った。その研究題目は、極めて多岐にわたった。この時期、

センターは官制化後でも I部門 4名のスタッフのみで、調査活動の主体は既

存研究機関の研究者であった。しかし昭和40(1965)年に、タイ・ビルマ、マ

レーシア・インドネシアの調査計画が立案され、現地調査や留学に若手研究

者や大学院生が送られ、基礎固めが進んだ。

昭和42(1967)年、センターは 2研究部門、 7名の教官と 1名の資料部スタ

ッフに増え、昭和44(1969)年に市村真一教授が所長に就任し、それ以後、昭

和53(1978)年までに8研究部門と急成長した。この時期の著しい特徴は、多

様な分野の研究者を擁するに至ったセンターが独自のチームを作って共同調
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査を行う能力を持ち出し、アメリカ流の「地域研究」をモデルにして、経済

を研究の中心に置いて共同研究を推進したことである。自然系の地形、土

壌、 i韮瓶、稲作、気象、森林の研究者が人文・社会系の研究者と一緒にフィ

ールドを歩き、その中からセンター独自の包括的地域調査法が作られ、稲作

伝播の新仮説が誕生し、生態環境と社会発展史を統合的に捉える子法が生ま

れてきた。数例をあげると、昭和48(1973)年にタイ・ジャワで行われた熱帯

環境と人間活動に関する調査、昭和49-51(1974-76)年のメコンデル夕、イ

ラワジデルタの農業環境調査がある。

こうした海外学術調査における基地として、昭和38(1963)年のセンター設

立当初から置かれたノ〈ンコク連絡事務所が機能し、さらに昭和45(1970)年に

はジャカルタにも連絡事務所が聞かれた。これを契機にセンターの社会系研

究者はインドネシアの LIPI(インドネシア科学院)傘下にある社会経済研究所

との共同調査に乗り出した。調査は南スマトラの地域経済・農業経済の研究

が主体であったが、同時にその後の研究交流レールを敷いた。その他、経済

学者の指導下で教育問題が取り上げられ、昭和51-52(1976-77)年に農村開

発と教育の役割についてタイとマレーシアで調査が行われた。経済の分野で

地域にさらに接近した調査に昭和51-54(1976-79)年の合弁企業の調査があ

る。

他方、こうした共同調査から距離を置き、 1人で、しかし多くのアンテナ

を張りめぐらして研究を進めたのが、政治発展、ナショナリズム、価値の変

容、コミュニティ論、都市と農村の社会史、人口動態に関心を持つ政治学者

や人類学者、社会学者であった。

しかし、結局、自然・人文・社会系の枠を超えた意識の融合は第2期には

生じなかった。東南アジアの抱える巨大な現実的課題の解決を志向して設定

される巨大テーマと個人の専門問題意識の聞に距離がありすぎる結果、地域

研究を自己の問題として内在化する必要がないという暗黙の了解の下に、そ

れぞれの専門領域の研鍵にひたすら励んだ時期、これが第 2期の特徴た‘った

ように見える。とはいえ、この研錆期の意味は大きい。いわば異分野聞の電
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磁波輯射の潜熱蓄積期間といえよう。今では旅行すら難しいビルマ、カンボ

ジア、あるいは消失してしまった南ベトナムという体制、それらの地域に踏

み込み得た時期でもあった。

しかし、融合の潜熱は一部では高まりつつあった。一部では実際、融合が

生じていた。その例は第 2期の最後に行われたスマトラのイスラーム稲作社

会に関する調査であった。それまで、中国周辺現象ともいえる大陸部の稲作

社会を歩いてきたグループと、より開放的、文化伝播のより直接的な島l興部

を歩いて、海域概念を生んだグルーフ。が結合していった調査である。ここで

初めて、人が移動し、文化が伝播し、宗教が変容するそうした動的な実体の

上に、支配圏域がどんな特徴を持つのか、人間関係がどう統合されるのか、

文化にとって生態環境は何なのかといった問題意識が焦点を結ぴ始めた。第

3期への転機となった重要な調査であった。

昭和53(1978)年に 8研究部門となったセンターは昭和54(1979)年に渡部忠

世所長が就任し、第3期に入った。第3期の海外学術調査は、第 2期に部分

的に現れていた意識の地域への収散が一層進むとともに、グループ聞の違い

も明瞭になった。相違の拡大は他面ではセンター全体の意識空聞が幅を増し

たとも見られる。

第3期に最も長期間継続している調査は海域比較研究である。これは海域

を通して生ずる人聞の移動と文化伝播および生態環境との相互作用を明らか

にしようとするもので、第 1次調査がスラウェシ、リアウ、スリランカ、南

インドを対象に昭和55-59(1980-84)年まで、第 2次調査がマレー農耕の系

譜を追ってマダガスカルとメラネシアを対象に昭和61-63(1986-88)年ま

で、第 3次調査では、中国農業生態史調査を平成元-3 (1989-91)年まで行

った。

東南アジア外の調査がなぜ必要なのかとの質問が当然出されよう。地域と

いうものは本来開放系であり、地域の区分は人為的、政治的なものにすぎな

い。地域固有の伝統形成には外文明の伝播も密接に関与している。 1つの地

域に視線を固定すると、木は見えるが森は見えないということになる。深い
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理解には木も森も見る必要がある。

海域研究と同様に長期継続している研究に、政治生態空間に関するものが

ある。東南アジアの政治的生態空間の成立と展開に関する調査が昭和56-57

(1981-82)年に、東南アジア近代化の中心である都市化の研究が昭和60-62

(1985-87)年に、植民地都市の調査が平成元-2 (1989-90)年に行われた。

後者では植民地都市と宗主国の民族国家形成の関わりを追って、調査はポル

トガル、スペイン、オラン夕、、イギリスにまで及んだ。

第3期には旧自然系の研究者は研究手法の点で2群に分かれた。 1つは社

会・人文系研究者と共に海域研究を進めたグループで、他は第2期に見られ

たような研究を他地域へ拡大する方向をとった。後者は昭和56-58 (1981-

83)年に行われたドンデーン村追跡調査と、昭和61(1986)年から現在も続く

バングラデシュ農村発展研究である。ドンデーン調査の特色は生態環境と人

口変動に関する徹底的な調査にあり、農地一筆ごと、池、川、屋敷林に至る

まで日々の変化と農作業を観察し、農業生態原簿ともいうべき詳細な資料を

作りあげた。生業、人口動態、人口移動、新聞村の展開、儀礼、宗教など、

タイ農村の変容状況を克明に調べあげた。

バングラデシュ農村発展研究は、これと手法的に類似しているが、現地の

大学、研究所との結び付きがより強く、南北問題に真正面から取り組む調査

である。その核心は、政府援助などで、主流の、ハードな構築物と近代技術を

地域の現状と無関係に提供することへの反省に立って、地域に整合的な「風

土の工学Jを提唱することにある。

平成4(1992)年には 2つの海外調査が始まった。 lつは海域世界の視野を

世界に拡大し、東南アジア海域を他の海域、バルト海、北海、地中海、カリ

ブ海と比較するもので、センタースタッフ以外に、中東、西アジア、イン

ド、南米の専門家が加わっている。もう lつは東南アジア島興部のフロンテ

ィア研究で、カリマンタンを中心に生態的、民族学的、社会学的な海域世界

の実態の解明に取り組んで、いる。

平成5(1993)年にはさらにもう 1つの調査が始まった。東北タイに視点を
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据えて、人口と食糧の古典的問題を環境問題の一環として捉え直す研究であ

る。

以上3つの現在進行中の海外調査は平成5年に始まった重点領域研究「総

合的地域研究の手法確立一一地域と世界の共存のパラダイムを求めて」と密

接に連動している。この重点領域研究は、東南アジア地域研究を核に、同時

に東南アジア地域研究者と中園、南アジア、南西アジア、中近東、アフリカ

などの地域の研究者が研錯し合う場をも提供している。この場をパネにし

て、個別地域研究から世界地域研究への変身が日本に生まれるなら、当初、

岩村忍の意図した地域研究の新分野の開拓という嘱望に初めて応えることが

できたといえるのではなかろうか。

第2項国際学術交流

東南アジア研究センターは、東南アジア地域に関する総合研究の推進を目

指しているが、地域研究という学聞の性格上、研究活動・資料収集・学術交

流のあらゆる面において、常に国際的に聞かれた研究機関であることを目標

としている。特に、東南アジア諸国の大学などとの情報交換、人物交流の促

進には、これまでにも最大限の努力を払ってきた。

1. 外国人研究員(客員部門)の受け入れ

センターは、その創設以来、日本学術振興会や国際交流基金の援助によ

り、諸外国から多 くの学者を招轄し、国際学術交流を進めてきた。昭和50

(1975)年度に外国人客員部門が新設され、さらに昭和61(1986)年に東南アジ

ア諸語文献部門が増設されたことにより、現在では東南アジア諸国の研究者

を中心として、常時6名の外国人学者の受け入れが行われ、共同研究遂行

上、 多大の効果をあげている。

外国人研究員の人選は、主としてセンター教官の研究遂行との関連を重視

しながら行われてきた。外国人研究員は東南アジアの研究者が大部分を占め
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るが、一部のポストは地域外からの東南アジア研究者に対しても聞かれてい

る。

他部局に先駆けて外国人研究員が快適な生活が送れるようにと、“For

your information"を昭和55(1980)年から作成している。

当初、修学院の外国人用の宿舎はなかった。多くの客員教官が宿としたの

は、金閣寺の北の山裾にある杉野ハウスであった。画家の夫人が管理する日

本家屋の 2階がいくつかに区切られ、各戸にパス・トイレが付けられてい

た。客員のほとんどは、自分の国では日本の平均よりはるかに大きな家に住

んでいる。杉野ハウスの小さな室を見て、最初はほとんどの人がショックを

受けた。京都大学の近衛ホールの外国人宿舎としての利用が可能で、あった時

期には、若干の客員教官が恩恵を受けた。さらに修学院の国際交流会館の開

設は、宿舎探しの困難を大幅に解消した。

2. 招轄外国人学者など

東南アジア研究センターでは、外国人研究員(VisitingResearch Scholar)と

して招轄する研究者以外にも、様々な固から研究者を招いてきた。日本学術

振興会、国際交流基金などの政府機関や内外の民間財団からの援助で来日し

た人で、センターでの滞在期間も 1カ月程度から 1年あまりといろいろであ

る。東南アジア研究センターの知的活動の幅の広さを反映して、東南アジア

からは文化人、芸術家の滞在も相次いで、いる。京都大学から給与を得ていな

いという点で客員とは異なるが、可能な限り独立の研究室を提供し、セミナ

一、研究会出席をはじめ、月例の Get-Together、夏の焼肉パーティと冬の

もちつきなどにも招き、客員と同じ条件で京都での生活が過ごせるよう、研

究環境の整備に努めている。

3. 国際シンポジウムとワークショップ

センターが官制化されてまず行ったことは、国際シンポジウムであった。

昭和40(1965)年の5月31日から 3日間にわたって行われた“Symposiumon 
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J apan's Future in Southeast Asia"がそれである。当時の猪木正道法学部

教授を中心に、パジリー(J.H. Badgley)、本阿武助教授、香西茂助教授など

を組織委員として、ベンダ(H.J. Benda)、フィース(H.Feith)、セロ・スマ

ルジャン(SeloSoemardjan)、ポーカー(G.J.Pauker)など一流の外国人研究

者に加え、衛藤漆吉教授、福地崇生教授、石川滋教授など、国内のアジア専

門家を迎えて、第1回シンポジウムが比叡山で開催された。

昭和47(1972)年には、市村真一教授の企画で東南アジア、東アジアからの

経済学者を招いて戦後の経済発展に関する国際シンポジウムが京都・大阪・

東京で開催された。昭和50(1975)年には、小林和正教授を中心に出生力推移

に関する国際シンポジウムがEast-West Population Instituteと合同で行わ

れた。昭和54(1979)年には、市村真ーを中心にアジア・サブリンク・プロジ

ェクト・シンポジウムがあった。東南アジア、東アジアの経済学者によっ

て、各国の計量モデルの報告と討論が行われた。昭和56(1981)年には、福井

捷朗助教授を中心にルソン中央平野、チャオプラヤーデル夕、チェンマイ盆

地における共同研究に基づき、水田分類に関する国際ワークショッブが行わ

れた。

昭和田(1983)年にはセンタープロジヱクトの「タイ国村落構造の動態的研

究20年間の追跡調査Jの成果をタイ側の研究者と検討することを目的とし

て、コーンケーン大学で「ドンデーン村:東北タイの総合的農村研究」コー

ンケーン・セミナーが、日本学術振興会とタイ国家研究会議の助成の下に開

催された。また、昭和61(1986)年度から始まったタマサート大学と京都大学

の拠点大学方式による研究交流の一環として、日・タイセミナーが昭和62

(1987)年以来毎年開催されている。

その他、外国人を交えたワークショップ、セミナーは常時開カ通れている

が、最近のものでやや大きなものをひろってみると次のようなものがある。

昭和62年7月には日本・ベトナム初期稲作比較論のセミナーが行われた。

両国の考古学者、農学者が参加した。マレーシアに関しては、平成元(1989)

年の 3月と11月の 2回にわたって、“Reflections on Malaysian Society 
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under the New Economic Policy"が開催された。同じ年に“Dutch-

Japanese Symposium on the History of Dutch and Japanese Expansion in 

Memory of the Late Professor Akira Nagazumi"が、ライデン大学、ア

ジア研究協会、亜細亜大学、イーストウエストセンタ一、三菱財団の協賛を

得て開催された。

4. 拠点大学方式による交流

日本学術振興会は、諸外国を対象とした一般の国際学術交流に加えて、特

に東南アジア諸国との交流を推進すべく、昭和53(1978)年より域内のいくつ

かの国と 2国間協定に基づく交流事業を始めた。この事業では、それぞれの

国に対応する機関を特定し、それらを通じて事業を推進するのであるが、実

際の事業は拠点大学によって担当される。拠点大学は、各分野ごとに双方の

国に置かれ、その分野における 2国間研究交流を実施する。こうしたプログ

ラムの 1つとして、タイ側タマサート大学、日本側東南アジア研究センター

の間で、昭和61(1986)年に拠点大学事業が発足している。社会・人文科学分

野における全国で最初の拠点大学事業で、この意味でも注目を浴びる存在で

ある。本フ。ログラム発足に当たっては、タマサート大学側の希望を入れ、当

面は経済を中心とし、日・タイ関係、あるいは日・タイ比較研究を推進する

ことで合意された。この基本方針に従って、年間およそ10名ずつの双方の研

究者が、 2-4週間を原則として往来し、また 1年に 1度、セミナーが日本

あるいはタイで開催された。発足から 5年目を迎えた平成 2(1990)年、プロ

グラムの運営方針について見直しがなされ、このプログラムが、タイ人によ

る日本研究、日本人によるタイ研究を支援することに加えて、本フ。ログラム

を、東南アジアの研究者による東南アジア研究にもある程度開放する必要性

か議論された。日本学術振興会、タイ国家研究会議、タマサート大学とも、

現行制度の下で可能な限り、この新たな方針を推進していくことで合意が得

られている。

この新方針の具体化の 1つが、平成 3(1991)年10月に行われたセミナーで
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あった。そのテーマは、“10Search of a Collaborative Framework for 

Southeast Asiao Studies"であり、このセミナーには日本、タイだけでは

なく、インドネシア、マレーシアからも参加者があった。また、これらの

国々からの参加者の間で、具体的な共同研究の計画が話し合われ、連絡のた

めの事務局をタマサート大学内に置くことが定められた。同様の趣旨のセミ

ナーは、平成 4(1992)年にタマサート大学、平成 5(1993)年に京都大学で開

催された。

第3項海外連絡事務所

1. /{ンコク

バンコクに連絡事務所が開設されたのは、センターの官制化より l年以上

も前の昭和38(1963)年10月である。臨地研究重視の原則とタイ・ビルマ研究

を研究活動の柱の 1っとする方針に従って、いち早くバンコクに研究活動の

拠点を持つことが決定された結果である。その後昭和44(1969)年まで、事務

所はペッブリ一通りのソンプラソン 1にあった。事務所設置とほぼ時を同じ

くして、チェンマイ、コーンケーン、ソンクラーでの村落定着調査が始ま

り、第 l回センター留学生2名のタイ留学も実現した。事務所に課せられた

任務は、京都大学の研究の基盤をタイ圏内にしっかり築き、これらの調査が

順調に行われるよう、 NRCT(TheNational Research Council of Thailand、

国家研究会議)との緊密な関係の確立を図ることであった。昭和40(1965)年に

センターが官制化され、昭和44年4月には事務所経費の予算化が実現した。

連絡事務所の機能は多岐にわたる。運営・維持管理はもちろんのこと、セ

ンターの研究活動を支える拠点としての役割が中心となる。加えて、タイの

大学、官庁などの機関・個人、日本に留学・滞在したタイ入学者、タイを訪

れる日本人研究者や技術援助専門家、在外公館、在留邦人、それらの人々と

の接点となる。東南アジアが近くになるにつれ、文部省アジア諸国派遣留学

生、京都大学人間・環境学研究科東南アジア地域研究講座や農学研究科熱帯
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農学専攻の大学院生など、 若い日本人の訪タイが増えてきている。京大留学

経験者の数も増えており、彼らの同窓会的役割を果たすことも要請されてい

る。この事務所の機能を最大限に利用したのは、昭和56(1981)年から足掛け

4年にわたってドンデーン村を調査したグループであろう。センターでは毎

年夏「東南アジアセミナー」を開催しているが、昭和63(1988)年には、初め

ての試みとしてセミナーの後半をタイで行った。連絡事務所があればこその

企画であった。連絡事務所の所在地は平成元(1989)年4月にスクムウイット

通りの16小路に移り、さらに平成 8(1996)年4月には閉じ通りの20小路にあ

るRajMansionに移転する予定である。

昭和62(1987)年には、日本学術振興会とタイ国家研究会議との合意に基づ

いて、タマサート大学と日本センターをそれぞれ拠点とする拠点大学プログ

ラムが発足した。このプログラムの運営にも事務所は関与している。

2. ジャカルタ

人口、面積において東南アジアの半ば近く占めるインドネシアに連絡事務

所を開設することは、センターが設立されて以来の関係者の切実なる願いで

あった。昭和45(1970)年10月、この願いが実現され、南ジャカルタの Jalan

Rajasa III/No.3に連絡事務所が開設されるに至った。昭和48(1973)年4月

には、ジャカルタ連絡事務所経費が文部省によって予算化されている。その

後、事務所の所在地は Jalan Kartanegara 60に移り、さらに JalanErlang. 

ga II/No.l1を経て、昭和63(1988)年3月に現在地の JalanGunawarman 

47に移転するに至っている。

駐在員の主要任務には、連絡事務所の管理に伴う諸事とともに、 LIPI(イ

ンドネシア科学院)やインドネシア大学、ポゴール農科大学との交流や、在イ

ンドネシアのフランス極東学院、オラ ンダ王立地理言語民族学研究所各支部

との交流などが含まれる。これまで、インドネシアから、センターの客員部

門に招聴された学者の数は20名近くにのぽり、外国人共同研究者、あるいは

大学院生として滞在した者も含めると合計30名以上になる。連絡事務所を接
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点として、これらかつての同僚や学生との交流を継続し発展させることがで

きることも、連絡事務所の持つ大きな存在意義である。現在インドネシア語

の図書文献を日本で入手することは容易で、はない。センタ一所蔵のインドネ

シア関係図書文献の充実に貢献することも、連絡事務所に謀せられた重要な

任務の 1つである。

連絡事務所駐在員は、それぞれの専門分野における研究ないし教育活動に

も従事している。日系合弁企業で働くインドネシア人労働者の意識調査、在

ジャカルタ・ミナンカパウ出稼ぎ人の研究、 BAPPENAS(国家開発企画庁)

における経済予測に関する共同研究、さらにはインドネシア大学社会政治学

部や同大学大学院日本研究専攻科での講義が、過去におけるこうした活動の

具体例である。

今後日本と東南アジア、とりわけ日本とタイおよび、インドネシアとの関係

は、ますます緊密かつ重要なものとなっていくであろう。その中で、ジャカ

ルタやバンコクの連絡事務所が持つ意味も、これまで以上に重みを加えてい

くものと確信している。

第 4項学術出版物

東南アジア研究センターは研究成果の公開を研究活動の規範として、これ

に制度的裏付けを与えている。具体的には、東南アジア研究センターの出版

物として、季刊誌『東南アジア研究J、東南アジア研究叢書、東南アジア研

究英文叢書などを刊行してきた。

1. r東南アジア研究』
本学に学内措置として昭和38(1963)年 1月に東南アジア研究センターが設

けられると、直ちに 『東南アジア研究Jが創刊された。 1号の発刊は同年6

月である。最初の 4号は巻数なしであるが、昭和39(1964)年から巻号制とな

った。以降、季刊誌として、東南アジア研究の成果を掲載し続け、平成6
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(1994)年4月現在、 32巻目に入っている。昭和40(1965)年4月に東南アジア

研究センターが官制化されてからは編集室を設け、専任スタ ッフを置いて編

集出版の態勢も整い、出版経費も公費化された。部数も徐々に増え、平成6

(1994)年4月現在、 1，250部が印制され、地域研究機関や個人研究者に配布

されている。

『東南アジア研究Jの1号(昭和38<1963>年)から23巻4号までに発表された

もののタイトルは『東南アジア研究JI23巻 5号(昭和61<1986>年3月)に、総

目録として収められている。また、 24巻 1号から31巻 3号までに掲載された

もののタイトルは、 『東南ア ジア研究センター要覧』平成 5年度版(平成5

<1993>年12月)に収められている。

東南アジア研究センターは、人文ー社会・自然科学分野のバランスがとれ

た地域研究を打ち立てることを当初から努力目標としていたため、初期には

植物学、地学、熱帯医学、生薬学、農学等の分野での論文が掲載され、ま

た、特集号も「マラヤの稲作J(2巻3号)、「東南アジアの水資源利用J(3 

巻4号)、「東南アジアの医学J(4巻4号)、「東南アジアの農業技術J(5巻

4号)など、自然科学系のものが続いた。また、「地域研究とは何かJ(1 

号)、「地域研究についての反省J(4号)、「座談会 センターにおける東南

アジア研究J(7巻2号)など、方法論について模索した苦闘のあとも見え

る。

特集号は 5巻 4号以降中断されたが、 16巻(昭和53<1978>年)からは、テー

マに即した特集を組むようになった。この意味での初めての特集は「近代日

本の南方関与J(16巻1号)であった。続く 5年間に、「マラヤ稲作村J(16巻

2号)、「タイJ(16巻3号)、「アジア・サブリンクモテワレJ(17巻2号)、「熱

帯農業研究の課題J(同)、「南スマトラJ(17巻3号)、「低地開拓史J(17巻4

号)、「近代日本の南方関与IIJ(18巻3号)、「緑の革命とアジア農村開発」

(18巻4号)、[人口J(19巻1号)、「貿易・直接投資と経済発展J(19巻3号)、

「南スラウェシの村落と農業景観J(20巻1号)、「東南アジアの人口J(20巻2

号)などが特集のテーマに選ばれている。これらはいずれも、シンポジウム
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の記録であれ、臨地研究の成果であれ、センターを中心とする共同研究の所

産を集約したものであった。特集号形式は、以後も大体年間 1、2号のペー

スで、今も続けられている。また、最近の編集方針の特色として、長大論文

の掲載があげられる。例えば、 29巻3号は「マライシアの農耕系譜」と「マ

レー型稲作の広がりJ2編のみで1冊ができあがっている。

自然科学分野の論文の性格はこの30年間で大きく変わった。農学的、理学

的、医学的、生態学的な手法を表に出した、専門分野に徹した論稿は姿を消

し、地域研究への志向が強いものが中心となってきている。

センターのスタッフの調査対象も、「外文明と内文明Jを研究の柱の lっ

として立てた昭和55(1980)年以来、インド、スリランカ、パングラデシュな

どの南アジア、イラン、イラクなどの中束、マダガスカル、北アフリカ、そ

れに中国をも包含するようになり、東南アジア域外での臨地研究も盛んに行

われている。「外世界」に関する研究成果は東南アジア研究と何らかの連関

性を持っている場合、特集号として掲載されているが、東南アジア研究と外

世界を含む地域研究をどのように折り合わせるかは、研究上の重要な課題に

なってきている。

2. 東南アジア研究叢書(和文)

「東南アジア研究叢書」は、昭和41(1966)年にセンターの出版物として第

l冊を刊行したが、第4冊以降は創文社刊となり、平成6(1994)年現在24冊

を数える。センターのスタッフならびに関係者の単著14冊、論文集8冊、翻

訳書2冊である。そのうち、論文集は、 10周年、 15周年、 20周年などの節目

にセンタースタッフの代表作をまとめて編まれたものが多い。叢書のタイト

ルは表28-1のとおりである。
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「東南アジア研究叢書」タイトル一覧表28-1 

『他界観念の原始形態J
『タイ・ビルマ現代政治史研究』

『東南アジア農業開発論』

『離婚』創文社

『カレン族の社会・文化変容J倉IJ文社
『ビルマ一一地誌・歴史・経済』野上裕生

(訳)、創文社

『東南アジアの自然・社会・経済J創文社

『タイ国 ひとつの稲作社会J宣IJ文社
『上座部仏教の政治社会学J創文社
『インドネシアの米J創文社
『東南アジアの経済発展』倉IJ文社

『マレー農村の研究J創文社
『東南アジアの政治的腐敗J創文社
『中国の経済発展j市村真一(監訳)、倉IJ文

社

『東南アジア世界一一地域像の検証』創文

社

『タイ農村の社会組織』創文社

『インドネシア民族主義研究ーータマン・

シスワの成立と展開j創文社

『熱帯デルタの農業発展一一メナム・デル

タの研究』創文社

『東南アジアの人口』倉IJ文字土

『東南アジア世界の構造と変容j創文社

『ベトナム村落の形成一一村落共有田=コ

ンデイエン制の史的展開』倉IJ文字土

『ドンデーン村一一東北タイの農業生態J
創文社

『ドンデーン村の伝統構造とその変容』創

文社

『東南アジアの熱帯多雨林世界』創文社

jレトイタ発行年

1966 

1968 

1968 

1971 

1971 

1974 

者

棚瀬裏爾

矢野 暢

本岡 武

坪内良博、坪内玲子

飯島 茂

シュトルツ

箸編

ー
i
n
L
q
J
A
A
R
υ
p
n
v

1974 

1975 

1975 

1975 

1975 

1976 

1976 

1979 

1984 

1986 

1987 

1990 

1988 

1980 

1981 

1982 

1982 

市村真一(編)

石井米雄(編)

石井米雄

本阿 武

市村真一(編)

口羽、坪内、前田(編)

西原 正(編)

エクスタイン他(編)

小林和正

石井米雄(編)

桜井由射雄

忠世(編)

捷朗

益生(編)

好ー

浩一

健治

高谷

水野

土屋

福井

渡部

口羽

n
U
1
A
n
L
q
t
u
a
n
y
 

n，4
0
6
n
w
d
咽

i

T

i

T
ム

1
ム

句

i

16 

17 

23 

18 

n
w
d
A
H
V
噌

E
ム

ー，ム

η
J
h
M
nノ“

22 

15 

1991 
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3. 東南アジア研究英文叢書

英文叢書は平成 6(1994)年現在日冊を数える。昭和41(1966)年から昭和44

(1969)年までのものはセンターの出版物として刊行されたもので、これらは

主として自然科学分野での研究成果であった。第7冊目以降はハワイ大学出

版局から出版されている。英文叢書は研究成果を英文で直接世界に問うもの

と、和文叢書の翻訳とがある。最近の 8冊は後者であるが、これは文部省科

学研究費補助金翻訳・出版助成を受けたものである。英文叢書のタイトルは

表28-2のとおりである。

表28-2 r東南アジア研究英文叢書」タイトル一覧

編著者 |発行年| タイトル

1 SA TO， Takashi I 1966 I Field Cro，ρ's in Thailand. Kyoto : CSEAS 
2 WATABE， Tad.町 o I 19もi7 I Glutinous Rice 初 Norther汎 Thailand.

I I Kyoto : CSEAS 

3 T AKIMOTO， I 1968 I Geology and Mineral Resources in 

Kiyoshi， ed. I I Thailand and Malaya. Kyoto : CSEAS 

4 KA W AGUCHI， I 1969 I Lowland Rice Soils in Thailand. Kyoto : 

Keizaburo ; and I CSEAS 

KYUMA， Kazutake 

5 KA W AGUCHI， I 1969 I Lowland Rice Soils in Malaya. Kyoto : 

Keizaburo ; and I CSEAS 

KYUMA， Kazutake 

6 MAEDA， Kiyoshige I 1967 I Alor Janggω" a Chinese CαO仰m仰n1仰t幻F

Malaya. Kyoto : CSEAS 

7 ICHIMURA， I 1975 I The Economic D仰 fψment01 E加tand 

Shinichi. ed. 

8 NISHIHARA， 

Masashi 

582 

Southeast Asia. Honolulu: University 

Press of Hawaii 

1976 I The Jaρanese and Su加mo's lndones勿:

Tokyo-fakarta Relation， 1951 -66. 
Honolulu : University Press of Hawaii 



9 ICHI恥1URA，

Shinichi， ed. 

第2節研究活動の基盤

1977 I Southeast Asia: Nature， Society and 

Development. Honolulu: University 

Press of Hawaii 

10 KA WAGUCHI， I 1977 I Paddy Soils in TroPical Asia. 
Keizaburo ; and I Honolulu : University Press of Hawaii 
KYUMA， Kazutake I 

11 YOSHIHARA， Kunio I 1978 IJapanese lnvestment in Southeast Asia 
Honolulu : University Press of Hawaii 

12 ISHII， Yoneo， ed. 1978 I Thailand : ARice-Growing Society. 

Honolulu : University Press of Hawaii 

13 CHO， Lee-J ay ; and I 1980 I Fertiliか Transition01 the East Asian 
KOBA Y ASHI， I PO少ulations.Honolulu : University Press 
Kazumasa， ed. I lof Hawaii 
14 KUCHIBA， Masuo; I 1979 I Three Malay Villages: A Sociology 01 
TSUBOUCHI， I Paddy Growers in West Malaysia. 

Yoshihiro ; and I Honolulu : University Press of Hawaii 

MAEDA， Narifumi I 

15 CHO， Lee-J ay ; 1980 I Population Growth 01 lndonesia: An 

SUHARTO， S. ; I Analysis 01 FertiliかandMortality Based 
MCNICOLL， G. ;and I lon the 1971 Po.ρulation Census. 
MAMAS， S. G. M. I I Honolulu : University Press of Hawaii 
16 ISHII， Y oneo I 1986 I Sang.加:， State， and Society : 7J加iBud-

17 TAKAYA， 

Yoshikazu 

18 TSUCHIY A， Kenji 

19 FUKUI， Hayao 

dhism in Histoη. Honolulu: University 

of Hawaii Press 

1987 I Agricultural Development 01αTroPical 

Delta : A Study 01 the Chao Phraya 

Delta. Honolulu: University of Hawaii 

Press 

1988 I Democraの andLeadership : The Rise 01 
the Taman Siswa Movement in ln-

donesia. Honolulu : University of Hawaii 

Press 

1993 I Food and Population in a Northeast T.加i

Vil，仇ge.Honolulu : University of Hawaii 

Press 
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4. その{也

昭和40(1965)年から研究報告書シリーズが刊行されているが、これにはシ

ンポジウムの報告書、文部省科学研究費補助金による海外学術調査の報告

書、その他、研究奨励金を受けて行った研究の報告書、共同研究の中間的な

成果、外国人研究員の研究報告書など各種のものが含まれている。平成 6

(1994)年4月現在、 62冊を数える。

また、リプリント・シリーズとディスカッション・ペーノfーが出された時

期があった。リプリント・シリーズはセンタースタッフが様々なメディアに

発表した論文を収録し、より広く配布することを目的としたものである。人

文・社会科学シリーズは昭和43(1968)年に、自然科学シリーズは昭和44

(1969)年にそれぞれ始まり、人文・社会科学シリーズは昭和59(1984)年まで

に67タイトル、自然科学シリーズは昭和52(1977)年までに28タイトル、合計

95タイトルになった。ディスカッシ ョン・ペーパーはセンタースタ ッフが未

発表の論文を英文タイフ印制し、他の研究者から意見を求めることを目的と

したものであるが、昭和44年から昭和62(1987)年までの間に122タイトルを

出している。

第5項資料部の役割

図書資料の収集と整理、雑誌・広報誌紙の発行、コ ンビュータ一機器とソ

フトウェアの拡充、この 3つの機能が資料部の役割である。資料部には現

在、図書室、編集室、計算機室が置かれ、それぞれ上記の役割を分掌し、専

任の助手が1名ずついる。

東南アジア研究センターに正式に資料部が設置されたのは昭和42(1967)年

であるが、実際の機能は官制化以前から果たされていた。それは発足したば

かりの当センターに集まった若干の研究者や大学院生、アルバイトの図書係

や編集係によって支えられていた。
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図書室機能が専門の司書の子に引き継がれたのは、やっと昭和52(1977)年

になってからである。ただし、制度としての図書室司書はなく、センター内

での便宜的な処置である。その時には、当センター独自の図書分類方式が確

立していた。つまりすべての図書は地域主題か、専門分野主題か、辞典、ア

トラスなどのレファレンス主題か、まず3大別され、その後細分する方式で

ある。この方式はいろいろな欠陥が指摘されながら、結局現在にまで引き続

いている。

昭和53(1978)年に東南アジア関係文献収集計画を図書委員会が立案し、さ

らに昭和58(1983)年には東南アジア現地語図書整備 5カ年計画が、昭和63

(1988)年には同第2次10カ年計画に予算がつき、また科学研究費や特定研究

費による図書資料の収集、寄贈などの結果、平成5(1993)年3月現在、当セ

ンターの登録図書数は和漢洋書が6万6，000冊、さらに現地語図書が I万

1，000冊に達している。この中には水野浩一教授の蔵書や、天野元之助教授

の蔵書である天野文庫、タイの葬式本からなるチャラット・コレクション、

フィリピンの文学、歴史関係書が多いフォロンダ・コレクションなど、貴重

な図書がある。昭和56(1981)年以降は和漢洋書の入手リストが作成され、昭

和61(1986)年以降は現地語図書リストも作成されている。

雑誌は洋雑誌661、和雑誌299タイトルが登録されている。そのうち東南ア

ジア、アジア関係の雑誌は123タイトルを数える。主要な雑誌は網羅してい

る。

さらに統計書がある。東南アジア、東アジア諸国の政府刊行物、国際機関

の刊行物を中心に収集している。人口、国民所得、貿易、財政など経済統計

が大半で、国別ではインドネシアにやや偏重している。

マイクロフォームの整備が最近進んで、いるので、昭和46(1971)年以来その

収集にも努めている。マイクロフィルムは東南アジアの人口統計、インドシ

ナ3国近現代史を中心に3.400リール、マイクロフィッシュはオラン夕、時代

のインドネシア関係の雑誌、政府報告書を中心に4，000ケースを収蔵してい

る。

585 



第28章東南アジア研究センター

当センターの特色をよく示すものに地図の収集がある。自然科学を含み、

かつ臨地研究重視の姿勢をとるので、地図が必須の資料である。 5万分の l

から25万分の 1縮尺の地形図は東アジアから東南アジア、南アジア、オセア

ニアに及び、現在 2万5，000図幅を蔵している。さらに地貌を生々しく鮮明

に見ることのできるランドサット写真、航空写真も重要な研究資料であり、

ランドサット写真は東南アジア全域、中国全域、インド亜大陸東半分、バン

グラデシュにわたって収集している。入手データはフィルムおよび拡大印画

図像に限定している。肉眼で見るのがランドサット写真の最も有効な利用法

だからである。航空写真では第 2次大戦中に英空軍によって撮影されたウィ

リアム・ハントコレクションを所蔵している。アンコールワット、シンガポ

ール、バンコクなどの術轍写真、東北タイ、マレ一半島、ピルマの森林や農

村の垂直写真など約50年前の景観を見ることができる。

地図や写真資料の所蔵目録は昭和50(1975)年に第 I版が発行され、昭和60

(1985)年の第 3版で大きく増補された。その後は新しい資料入手の都度、標

定図を追加している。

調査・研究の成果の刊行・普及について、センターは設立直後から努めて

きた。昭和42(1967)年に初めて専任の助手が 『東南アジア研究』の編集に携

わり、季刊誌 『東南アジア研究』の編集室が発足した。昭和54(1979)年 1月

にはジャーナリストとして豊かな経験を持つ鈴木静夫が編集室主任に着任

し、論文の査読、雑誌の論文構成計画を除く編集業務の過半は編集室が行う

形になった。『東南アジア研究Jの刊行は平成 6(1994)年度で32巻に達して

いる。

『東南アジア研究』の刊行に加えて、まとまった形の研究成果を単行本と

した「東南アジア研究叢書」を刊行してきているし、センタースタッフによ

る論文を集めたリプリント・シリーズ、ディスカッション・ペーパー・シリ

ーズも刊行してきたが、雑誌以外のこうした研究成果の刊行にも、編集室が

重要な支援業務を行ってきた。

上記のほかに、センターの和文および英文要覧の発行、広報誌紙センタ
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一・ニューズレターの編集、平成 4(1992)年度から始められた東南アジアフ

ォーラムの報告パンフレットの編集など、編集室の果たしてきた仕事は大き

し、。

もう 1つの資料部分室は計算機室である。昭和53(1978)年の設置以来、計

算±文章作成機能の充実に努め、その過程で、タイ文字入出力法の開発、タ

イ語法典「三印法典Jのデータベース化、経済発展モデル「アジア・リン

ク・モデル」の開発などを手がけた。 1980年代後半にOA化が進み、パソ

コンやプリンターは多くのスタッフおよび資料部においても文房具並みにな

っている。昭和59(1984)年度に計算機室は南棟から新築の東棟に移設され、

現在の設備は、大型計算機センタ一入出力端末3台、ワークステーション 1

セット、 KUINSインターフェース l台、その他パソコン、ιプリンタ一、デ

ィジタイザーなど計16台である。

第6工頁 シンポジウム

東南アジア研究センターが設立されて以来、数多くのシンポジウムが開催

されている。

開催頻度から見た時期区分をつけてみると、次の 4期に区分できる。

第 1期 昭和39-42年

第2期 昭和43-53年

第3期 昭和54-61年

第4期 昭和62年~

まず第 l期は、年に 1、2回のペースでほぽ定期的に開催された。この時

期のシンポジウムは、東南アジア研究センターが設立されて、その活動を内

外に広〈アピールするために企画されたものであった。この時期は、東南ア

ジア全体を対象にし、しかも大きな分野をカバーする「大型シンポジウム」

が組織された時代である。第 1回国内シンポジウム「マラヤ稲作シンポジウ

ムJ(昭和39<1964>年9月30日一10月2日)が開催されたのを皮切りに、大きな
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規模のシンポジウムが毎年ほぽ定期的に聞かれている。

次の第2期にシンポジウム開催頻度が少なかったのは、いわゆる「大学紛

争」のためである。それまでセンターの研究活動を支え、シンポジウムの企

画・運営にも協力してきた学内の各学部で昭和44(1969)年以降の数年間、学

生への対応に苦慮しなければならない状態が続いたためである。第 1期の大

型シンポジウムがとっていた、諸学部の協力を得て開催するというスタイル

が事実上不可能になったのである。

第2期が内向の時期であったとすれば、第3期はそれ以前に醸成された肥

しが豊かな収穫をもたらした時期といえるかもしれない。第2期の間に蓄積

された東南アジアでの調査を基に、シンポジウムが活発に聞かれるようにな

ったのがこの時期である。第3期には、シンポジウムが計27回開催されてい

る。前半期は個別の研究グループがそれまでの調査研究を基に学際的研究の

成果をあげる時期であったのに対して、昭和57、58(1982、83)年頃からは

「東南アジアjという地域をめぐって、それをより総合的に、しかも意味論

的に捉え直そうとする研究動向が生まれてきた。そして、この違いが第3期

のシンポジウムの微妙なタイム・ラグとして現れているように思える。

個々の研究者、あるいは個々の研究グループの持つ関心と、東南アジア研

究センターという研究機関総体が体現する研究関心とを徴妙に総合したの

が、昭和56(1981)年から始まる一連の「東南アジアシンポジウムjであっ

た。東南アジア地域の持つ地域性や固有性を明らかにする試みとして企画さ

れたこの一連のシンポジウムは、当時の社会系と人文系のスタッフを中心

に、東南アジア認識に関わる核心的な課題をテーマに掲げて企画されたが、

そのテーマはそのまま現在の東南アジア研究センターの問題関心として継続

されている。その意味で画期的な企画であったといえるが、その問題関心は

シンポジウムという形ではその後継続きれないままに終わった。

第3期と第4期とを画するシンポジウムである創立20周年記念シンポジウ

ムは、地域研究の方法論を生態学的手法という視点から総合しようとして企

画されたものであった。ここでは土壌学者、農学者、地理学者、人類学者、
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社会学者、政治学者などが総合的生態学という共通の土俵の上にあがって東

南アジアを論じた。この第 4期には、シンポジウムとは銘打っていないが、

大きな規模のセミナーが開催されている。開催の頻度は少なくなったが、シ

ンポジウムの価値は逆に高まっていった。そのことを端的に示したのが、東

南アジア研究センター創立25周年を記念して開催されたシンポジウム「東南

アジアは問うJであった。平成 3(1991)年2月14、15日の 2日間にわたって

行われたこのシンポジウムでは、東南アジア研究センターの学風を示すため

に8つの研究報告がなされ、文明哲学に始まり、フロンティアの理論、海域

世界論、小人口世界論、意味空間論、小型家産制国家の理論など、過去セン

ターの研究が編み出した独創的な発想、が披露された。

このように、ある種の波動を描きながらも、シンポジウムは、東南アジア

研究センターの学風の形成、確認、そして対外的紹介という点で大きな役割

を果たしてきたのである。

第7項東南アジアセミナー

東南アジアセミナーは、東南アジアの自然・地理・歴史・民族・文化・社

会・人口・政治・経済等について集中的な講義および演習を行うことを目的

とし、毎年 1回、開催されている。最初の東南アジアセミナーは、昭和52

(1977)年2月、当時京都大学に留学していた外国人学生や、東南アジア研究

に興味を持つ日本人学生など、 10余名を対象とし、英語を用いて行われた。

昭和52年度は、同52年8月5-9日、 17-20日、 26-29日の 3部に分けて

「東南アジアの稲作社会Ji東南アジアの稲作と立地環境Jiミムルダールと

アジアjを扱った。受講資格・出願手続き等を定めた「東南アジアセミナー

内規」制定(昭和52年7月)後最初のこのセミナーを第 1回と数える。第 2回

セミナーは、昭和53(1978)年 8月16-31日の間行われた。「東南アジアの自

然・文化・社会」というテーマであった。開催時期の夏であることが意識さ

れて、「夏期セミナー」という用語が定着した。第 3回セミナー(昭和54
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<1979>年)、第 4回セミナー(昭和55<1980>年)もまた東南アジアの総合的な概

説を目指して組織された。第 5回セミナー(昭和56く1981>年)においては、テ

ーマを絞って、「インドネシアと島嶋部の世界」に焦点が当てられ、続く第

6回セミナー(昭和57<1982>年7月19-31日)では、「大陸部東南アジアの世界」

を扱った。

第7回セミナー(昭和58<1983>年)ではテーマがさらに絞られて、「東南アジ

アの農業Jが選ばれた。続く第 8回セミナー(昭和59<1984>年)は「南北問題

の視点から見た東南アジア経済論」、第9回セミナー(昭和60<1985>年)は「マ

レ一世界のなりたちょ第10回セミナー(昭和61<1986>年)は「東南アジア世界

へのアプローチ」、第11回セミナー(昭和62<1987>年)は「東南アジア世界の政

治と革命Jを取り上げた。

第12回セミナー(昭和63<1988>年)のテーマは「フロンティアとしての東南

アジアjであったが、このセミナーでは、タイにおける臨地研修という新し

い試みが行われた。京都における 1週間の研修に続いて、参加者は次の 1週

間をタイで過ごし、タマサート大学、シンラパコーン大学、チュラーロンコ

ーン大学を歴訪して、各大学で特別講義を受け、続いて、センタースタッフ

が長年の農村調査を行ってきた東北タイのドンデーン村を含む各地で臨地研

修を受けた。第13回セミナー(平成元<1989>年)では「海域世界としての東南

アジアlが取り上げられた。

第14回セミナー(平成 2<1990>年)は、テーマとして「タイ経済を考える

一一タイからの視点」を選んだが、この年から期聞を 9月初旬にし、従来2

週間をかけて実施していたセミナーを 1週間に短縮して、より集中的な研修

を行う試みが行われた。第15回セミナー(平成 3<1991>年)r自然・開発・文
明一一東南アジアからの視座」、第16回セミナー(平成4<1992>年)r地域研究
の手法をめぐって一一東南アジア研究の現場からJもまたこの線に沿って実

施された。

平成 5(1993)年度から大学院人間 c環境学研究科の協力講座として本格的

に大学院生を受け入れることになり、夏期セミナーの性格も少しずつ変わっ
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てきている。従来の受講料納入制度が改められ、受講生の制限も図ってい

る。そして受講者による発表をフ。ログラムに加えることにより、従来よりも

一段とセミナ一色を濃くしている。

平成 5年度は「地域研究の手法をめぐって一一東南アジア研究の現場か

ら」、平成 6(1994)年度は「ヒト生存にとっての東南アジアJであった。

セミナー参加者は、各回について20名ないし50名を数える。初期のセミナ

ーには学部学生が多数を占めたが、最近では大学院生や助手などの若手研究

者が目立つようになった。受講者の中からは立派な研究者が多く現れてい

る。

第 8項建物の移り変わり

東南アジア研究センターは、これまでにいくたびも建物を移り変わってき

た。センターの発足当時は、左京区吉田下阿達町14番地の 1に所在する木造

2階建てに仮屋住まいをしていた。この建物は、大蔵省近畿財務局が所有し

ているものを借用していた。今は壊されて民間マンションとなっている。

センタ一発足後6年を経た昭和46(197l)年8月、現在の左京区吉田下阿達

町46番地に移転した。旧京都織物建物の一部(現在の北棟部分)を借用したも

のである。

その後、センターの部門増や組織の拡大に伴って、旧京都織物の他の部分

も借用するようになった。かつて京都織物の倉庫として用いられていたもの

を少しずつ改装し、研究室、図書室、会議室などに充てていた。川端通り沿

いに建てられた2階建てタイル張りの造りで、正面入口から北へ伸びるのが

北棟、南へ伸び、るのが南棟である。

2つの建物の中間には、京都織物本館がある。洋式の赤煉瓦建てで「赤レ

ンガ(館)Jと通称されている。中央にアーケードを持つ堂々たる構えの天井

の高い建物で、明治の最も初期に建てられた本格的洋風建築物として昭和50

(1975)年以来、京都大学の歴史的建築物に指定されている。資料部として内
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部を補強して使っている。

その規模が拡大するたびごとに借用を重ねて何とかしのいできたセンター

が、ょうやく独自の新しい建物を持つようになったのは、昭和54(1979)年3

月のことで、現在の東棟(鉄筋コンクリート造り 4階建て)の西側部分が竣工し

たことによる。東棟はその後昭和59(1984)年 3月には、東側へと伸びる残り

の部分も竣工し、現在見るとおりの建物となった。そして平成 5(1993)年度

には、アフリカ地域研究センターとの共同研究棟が東側に建てられた。

これまでの、建物の移り変わりの実態を年表風にまとめると次のとおりで

ある。

昭和40年4月 京都市左京区吉田下阿達町14番地の 10

木造2階建て830m'(近畿財務局所有)を借用。

昭和46年8月 京都市左京区吉田下阿達町46番地に移転。

旧京都織物建物北棟1，051m'を借用。

昭和48年3月 旧京都織物建物南棟2階部分469.58討を借用。

昭和49年7月 旧京都織物建物南棟1階部分385.72m'を借用。

昭和50年6月 旧京都織物建物南棟1階部分120m'を借用。

昭和54年3月 東南アジア研究センター研究棟(東棟西側部分)1，062m2竣

昭和58年4月

昭和59年3月

昭和61年3月

5月

平成5年8月

592 

工。

旧京都織物建物本館172討を、また12月には岡本館の631討

を借用。

東南アジア研究センター研究棟(東棟東側部分)913m'竣工。

旧京都織物建物南棟975.30討を一括返還。

旧京都織物建物本館97討を借用。

アフリカ地域研究センター・東南アジア研究センター共同

研究棟2，120m'竣工。




